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概　要 本文は p.10 へ

小水力発電の現状・意義と普及のための
制度面での課題

　東日本大震災による東京電力・福島第 1 原子力発電所の事故以降、再生可能エネルギー
電力や分散型電源の普及・促進は、日本にとってこれまで以上に重要な政策課題となった。
再生可能エネルギー電力というと、太陽光発電や風力発電に注目が集まりがちだが、小水
力発電が果たす役割も決して小さくはない。小水力電力は、太陽光発電や風力発電に比べ
開発ポテンシャル（設備容量規模）は小さいが、他の再生可能エネルギー発電と比較して
設備利用率が非常に高い、負荷変動や技術的不確実性が小さいといった優位な点も多く、
日本でも優先して開発すべき再生可能エネルギー発電と言える。特に中山間地域では、消
費地に近い場所で発電を行う分散型電力供給システム構築への第一歩として期待されてい
る。また、地域固有の水資源に依存しており、開発のプロセスで地域の資源を問い直すこ
とが不可欠であり、地域活性化への寄与も期待できる。各地域では様々な取り組みが行わ
れているが、小水力の中でも特に発電ポテンシャルが小規模な地点に関しては十分に把握
されていない可能性があり、詳細な調査が必要である。
　ただし全般的には、既存の電源に比べ発電コストが高いことが多い再生可能エネルギー
の普及・促進には、政策手段による後押しが必要である。2011 年 8 月に、「再生可能エネ
ルギー特別措置法」が成立し、2012 年 7 月には再生可能エネルギー電力の「固定価格買
取制度」がスタートする。普及・促進を目的に、電力事業者が長期間にわたり再生可能エ
ネルギーによる電力を、ある程度の高価格で買い取る義務を負うが、買い取り価格等は「調
達価格等算定委員会」における議論に基づき経済産業大臣により決定される。2012 年 4
月 27 日に、小水力発電も含めた各再生可能エネルギー発電の買取価格等に関する同委員
会の提案が発表されたところである。
　従来、「水利権」等の調整が必要な小水力発電の普及を阻害する一因は、非常に煩雑な
手続きであった。近年、徐々に規制緩和や手続きの簡略化がなされつつあり、東日本大震
災後はさらに方向性が明確になってきたが、依然として様々な事項が検討段階である。小
水力発電は、まだ技術開発やコスト削減の余地はあるものの、画期的な技術革新がなかっ
たとしても、制度面での様々な制約が緩和されれば大幅な普及が期待できる発電技術であ
る。今日の日本の電力をめぐる状況を考慮すれば、より一層の規制緩和と手続きの簡素化
が求められる。
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本文は p.21 へ

地震動の周期に依存した建物被害と新たな課題

　東日本大震災を起こした 2011 年東北地方太平洋沖地震と阪神・淡路大震災を起こした
1995 年兵庫県南部地震は、ともに多くの人命を奪い、甚大な被害を及ぼした。しかし、
その被害の様相は全く異なる。東北地方太平洋沖地震は、大規模な津波被害を起こしたが、
揺れによる建物被害は兵庫県南部地震の時ほど大きくはなかった。これは、東北地方太平
洋沖地震が建物への影響が少ない周期 1 秒以下の地震動が顕著であったためである。一方、
兵庫県南部地震は、建物に大きな被害を及ぼす周期 1～2 秒の地震動が顕著であった（図
表参照）。
　東北地方太平洋沖地震では、周期 2 秒以上の長周期地震動が首都圏で観測され、超高層
ビルが大きく揺れた。しかし、既にダンパーや積層ゴムなどの制震や免震などの耐震対策
がなされており、深刻な被害は報告されなかった。ただし、長周期地震動が長時間継続し
た場合や繰り返し起きた場合、超高層建物や免震建物が受ける影響については良く分かっ
ておらず、今後の研究が必要である。
　周期 1～2 秒の「やや短周期地震動」および周期 2 秒を超える「長周期地震動」は、現
在使われている気象庁震度階という一指標だけでは表しきれない被害の様相をもたらす可
能性がある。また、地震動の周期は、震源だけではなく、地盤構造や地震波の伝搬経路に
も大きく影響され、同じ地震でも場所によって異なる。木造家屋や中・低層ビルに大きな
影響を及ぼす「やや短周期地震動」に対して、これに特化した評価も重要である。
　今後起きうる地震から被害を軽減するためには、地震学・地盤工学・土木建築工学といっ
たそれぞれの学問・技術領域での個別の対応ではなく、領域間の相互連携や知識の共有と
融合が必要である。

図表　東北地方太平洋沖地震と兵庫県南部地震の地震動の比較

提供：境有紀氏
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本文は p.36 へ

宇宙からの災害リスクを低減する宇宙状況認識

　地上に災害をもたらす危険性がある宇宙からの災害リスクには、「宇宙デブリ」、「宇宙
天気」および「地球近傍天体」の 3 つがある。近年の相次ぐ大型衛星の落下、太陽フレア
の大規模発生や、地球近傍小惑星と地球のニアミスなど、観測体制が整ってきた現在では
宇宙からの災害リスクはもはや想定外とはいえず、人類の生存や社会インフラに重大な脅
威となりうることを認識しなければならない。
　各分野の専門家がそれぞれ宇宙環境を監視するだけでなく、広く一般にも宇宙環境がも
たらすリスクの存在や対策などを周知していく活動として「宇宙状況認識」（SSA）が世
界的に重視されるようになってきた。欧州・米国・中国などでは「宇宙状況認識」を意識
した政策が打ち出されている。しかし、日本では「宇宙状況認識」の概念自体がまだ定着
していない。3 種類の宇宙環境リスクに対してそれぞれ異なる組織や研究グループが対応
しているが、まだ総合化には至っていない。宇宙環境リスクを総合的に把握し、その対策
を実施する政策を宇宙基本計画の見直しなどの中で確立することが望まれる。
　特に宇宙デブリに関しては、宇宙活動の国際枠組みとなる「行動規範」について、国際
的に協調して構築を推進すべきであろう。また、制御不能な大型宇宙デブリを安全な場所
で落下させる技術が世界的に開発され始めており、日本も、ランデブー技術やロボット技
術を活用した宇宙物体捕獲システムの実用化へ向けた研究開発で先行すべきである。
　日々の宇宙天気や将来的に発生の恐れがある巨大地球近傍天体に関しては観測の継続が
必要である。
　これらの施策を実施する上で、宇宙状況認識の重要性を認識し、宇宙状況認識活動の方
向性を政策文書において定義することが早急に必要である。同時に、宇宙環境リスク低減
の活動を担う人材育成に努めることも必要であると考える。

図表　2007 年以降急増しリスクが増大している宇宙デブリ

出典：Satellite Situation Report 2006 年～2012 年の毎年 1 月の
データから科学技術動向研究センターにて作成
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　生物の体内では、後天的に自然に発生した遺伝子
損傷は、体細胞分裂の過程で 1 対の片方の正常な遺
伝子を鋳型にして損傷遺伝子側が修復正常化され
る機構があり、体細胞分裂相同組換え（spontaneous 
mitotic recombination）と呼ばれている。通常、こ
のような修復機構は細胞分裂 10,000 回に 1～2 回起
こると考えられている。
　京都大学再生医科学研究所の多田高准教授らの
チームは、この体細胞分裂相同組換えが iPS 細胞
の細胞分裂時にも起こり異常遺伝子が正常に修復
されたクローンも得られるという仮説を実証する
ために、1 対の片方の遺伝子が先天的に異常となっ
ている先天性遺伝子疾患（ヘテロザイゴート）モ
デルマウスの iPS 細胞を作製し、仮説実証に成功
した。
　多田准教授らは、常染色体優性多発性嚢胞腎
症（ADPKD）と呼ばれる先天性遺伝子疾患を
実証例に取り上げた。ADPKD 患者の約 85％ は
Polysystic kidney disease1（Pkd1） 遺 伝 子 の 1 対
の片方の配列異常で起きる先天的遺伝子疾患であ
る。ADPKD 患者の腎臓には多くの袋状の空間が
できて腎臓機能が低下し、その内数パーセントは
悪化して腎臓移植が必要となる。
　多田准教授らは、帝京大学の堀江重郎教授から
提供された Pkd1 遺伝子の 1 対の片側を損傷させ
たヘテロノックアウトマウスから、iPS 細胞を作製
した。iPS 細胞では疾患遺伝子も保存されるが、1
個の iPS 細胞を分裂させてできた 1 万個以上のク
ローン 1 つ 1 つについて、Pkd1 遺伝子の異常部分
に体細胞分裂相同組換えが起こったかどうかを遺
伝子増幅法により調べた。10,322 クローンのうち
の 1 個のクローンで、1 対の Pkd1 遺伝子のいずれ

も正常なものが見出された。
　これは、iPS 細胞が細胞分裂する過程で、体細胞
分裂相同組換えにより損傷遺伝子の修復が行われ
たことによるものと考えられ、iPS 細胞においても
この修復機構が機能することを、初めて実証でき
たことになる。
　Pkd1 遺伝子の 1 対の片側を損傷させたヘテロ
ノックアウトマウスの腎臓は、多くの袋状の空間
ができ、腎臓機能が低下する。これに対し、疾患
遺伝子が正常化した iPS 細胞を用いたキメラマウ
スの腎臓は嚢胞腎の症状を全く呈さず、正常に機
能していた。
　本研究結果により、ヘテロザイゴート自身から
作製した iPS 細胞をもとにして遺伝子異常部位を
修復し、正常組織へ分化させてから戻すという先
天性遺伝子疾患に対する根本治療への道を開く基
本技術を確立した。
　これまでは iPS 細胞は再生医療への応用が主眼
であったが、iPS 細胞による先天性遺伝子疾患の治
療という新たな適応分野が拓けた。

　後天的に遺伝子に起こる突然変異は、細胞分裂時にもう 1 対の正常遺伝子を鋳型として修復される相
同組換えの現象は知られているが、iPS 細胞の細胞分裂においても異常遺伝子が相同組換えによって正
常に修復されることが実証された。京都大学再生医科学研究所の多田高准教授は、1 対の片方の遺伝子
が先天的に異常な腎疾患モデルマウスの iPS 細胞を作製し細胞分裂させ、その中から遺伝子が正常化し
た iPS 細胞を得た。正常化した iPS 細胞を用いたキメラマウスは全く腎症状を示さず正常であった1）。
この研究成果により、iPS 細胞を用いた先天性遺伝子疾患の治療という新たな適応分野が拓けた。

参　考
1）　Li-Tao Cheng et al., Cure of ADPKD by Selection for Spontaneous Genetic Repair Events in Pkd1-Mutated iPS 

Cells, PLoS ONE, 7（2）：e32018（2012）

トピックス1 iPS 細胞を用いた遺伝子疾患治療の仮説実証に成功

図表　体細胞相同組換えによる遺伝子修復の過程

科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス2 アミロイドを減少させるアルツハイマー病治療薬の可能性
　アルツハイマー病（AD）は認知機能の低下を
主訴とする脳神経変性疾患である。世界の AD を
含む認知症患者数は 20 年で約 2 倍のペースで増加
し、2030 年には 6570 万人、2050 年には 1 億 1540
万人に達すると予測されている。高齢化が顕著な
先進諸国だけでなく、今後は新興国や発展途上国
においても、AD の克服が重要な社会課題の一つと
なると考えられている1）。
　AD 患者では神経細胞の脱落による脳の委縮が
認められ、発症原因として、アミロイド Aβ蛋白
質（Aβ）の過剰な産生・凝集および脳への沈着が
注目されている。現状では AD の対症療法薬はあ
るものの病気そのものを治療することは困難であ
り、Aβを減少させる方法が見出されれば新たな
AD 治療薬ができると期待されている。
　米国 Case Western Reserve 大学の研究チーム
は、マウスを用いた研究において、ベキサロテン
が Aβの分解を促進する新たな AD 治療薬になる
可能性を示し、3 月 29 日号のサイエンス誌に発表
した2）。ベキサロテンは、アポリポ蛋白質 E（ApoE）
の遺伝子発現を亢進させ、生成した ApoE が脂質
代謝を通して Aβの分解を促進させるとともに、
ミクログリアという細胞が Aβを貪食・除去する
働きも強めることが明らかになった（図表）。
　実験では、発症初期の AD マウスにベキサロテン
を経口投与（100 mg/kg、3 日間）すると、脳間質
液中の Aβは半減期が半分に短くなり、投与開始後
24 時間までに 25% 減少した。また、病態が進んだ
AD マウスにベキサロテンを経口投与（100 mg/kg、
14 日間）した結果、脳に沈着する Aβが約 75% 減
少した。この時、Aβを細胞内に取り込んだミクロ

グリアが有意に確認された。Aβ量の減少とともに、
マウスの複数の脳機能が改善した。ベキサロテンを
経口投与（100 mg/kg、90 日間）された AD マウ
スは、不快な電気刺激が来ることを知らせる合図を
覚えて事前に回避行動をとるようになり、また避難
場所の位置を覚えて水中から早く逃げるようになっ
た。さらに、ベキサロテン投与によりマウスの嗅覚
障害も改善することが明らかとなった。嗅覚障害は
AD 患者の初期症状の一つである。ベキサロテンは、
比較的早い段階から AD 患者の脳機能を改善でき
る可能性がある。
　ベキサロテンは、ApoE の発現亢進とミクログ
リアの活性化により Aβを減少させる新たな AD
治療薬として有望である。ベキサロテンは、すで
に抗がん剤として米国で承認されており、副作用
のプロファイルがよくわかっているという利点も
ある。したがって、新たな研究開発の時間や費用
をあまりかけることなく適応拡大が可能であると
考えられる。今後は、ヒトで薬効が認められるか、
AD 治療薬として十分な安全域を確保できるかな
どの検討が注目される。

　アルツハイマー病は認知機能の低下を主訴とする脳神経変性疾患であり、現状では対症療法薬はあ
るものの病気そのものを治療することは困難である。発症原因として、アミロイド Aβ蛋白質（Aβ）
の過剰な産生・凝集および脳への沈着が注目されている。米国 Case Western Reserve 大学の研究
チームは、マウスを用いた研究において、抗がん剤として米国で承認されているベキサロテンが Aβ
の分解を促進する新たな AD 治療薬になる可能性を示した。主に、アポリポ蛋白質 E（ApoE）の遺
伝子発現を亢進させ、生成した ApoE が脂質代謝を通して Aβの分解を促進させる効果がある。ベキ
サロテンを投与した AD マウスでは、脳内 Aβ量の減少とともに記憶・学習障害や嗅覚障害などの改
善も確認できた。今後は、ヒトで薬効が認められるか、AD 治療薬として十分な安全域を確保できる
かなどの検討が注目される。

参　考　1）　WHO, Dementia：A Public Health Priority, 11 April 2012

2）　Cramer, P.E. et al., ApoE-Directed Therapeutics Rapidly Clear β-Amyloid and Reverse Defects in AD 

Mouse Models, Science 335, 1503-1506 （2012）

図表　ベキサロテンの作用機序

科学技術動向研究センターにて作成
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図表　エタノール蒸留プラントにおける加熱方法による
一次エネルギー量の比較

参考資料1）を基に科学技術動向研究センターにて作成

参　考　1）　東京大学生産技術研究所、第 11 回コプロワークショップ資料

　エネルギーのうち有効な仕事として取り出せる
ものをエクセルギーと呼び、その割合をエクセル
ギー率と定義することがあるが、一般に熱エネル
ギーはエクセルギー率が低いエネルギー源であり、
今後の研究開発の余地が大きい。自己熱再生加熱
とは、外部からわずかな圧縮仕事を加えることに
より、プロセス排熱を再生して繰り返し利用する
加熱方法で、従来より熱エネルギー消費量の大幅削
減するための有望な熱エネルギー利用方法である。
　東京大学と新日鉄エンジニアリング㈱は、この
自己熱再生加熱を適用した実証試験プラントであ
るエタノール蒸留装置での試験成果を発表した1）。
試験結果によれば、従来の蒸気加熱に比べ、同量
のエタノールを蒸留するために、一次エネルギー
換算値で約 7 割削減という大幅な省エネルギー効
果を確認した。
　実証試験は、既設のバイオエタノール蒸留装置

（蒸留能力：500 L/日）を一部改造して行われた。
改造前の蒸留装置は、蒸留を司る主要設備である
蒸留塔内に熱を供給するために、外部から蒸気が
供給されており、蒸留後の水やエタノールにある
残留熱は使わずに、むしろ冷却水で冷やされてい
た。これを自己熱再生方式に改造し、残留熱を回
収するためのいくつかの蒸気圧縮機と熱交換器が
取り付けられた。例えば、蒸留塔のうちの 1 つは
内部の最高温度が約 80℃ に達するが、ここで必要
な熱は、この蒸留塔から出るエタノールと水の混
合蒸気（約 60℃）をそのまま圧縮して約 120℃ と
することにより得ている。蒸留塔本体は、全く従
来のままであるため、同じ蒸留運転条件のもとで
の蒸気加熱と自己熱再生加熱の熱収支が比較可能
となる（図表）。
　その結果、同じ量のエタノールを蒸留するため
に蒸留塔で 100 の熱を必要とする場合、従来の蒸
気装置では蒸気の形で投入される熱エネルギーが
100 となり、蒸気を作るための一次エネルギー（燃
料）に換算すると 125 となる。一方、自己熱再生

加熱による改造装置では、14 の圧縮仕事（電気）
エネルギーを投入することによりこれまで捨てら
れていた 86 の熱を回収することができ、合計で
100 の熱となって蒸留塔に供給される。ここで 14
とされる電気エネルギーは、「エネルギーの使用の
合理化に関する法律」に定められる係数によって
一次エネルギーに換算すると 38 となる。したがっ
て、蒸気加熱の一次エネルギー 125 に比べて、約 7
割削減という比較結果が得られた。
　自己熱再生加熱は、ヒートポンプの仕組みと類
似しているが、大気や地中熱などを熱源とする一
般的なヒートポンプに比べて上昇させる温度幅が
小さく、圧縮機動力が大幅に節減できる。また、
この実証試験のように、加熱対象物自体（この場
合はエタノール水溶液）を熱媒として利用できる
ため、専用の熱媒を用いるヒートポンプに比べ設
備がシンプルになる。
　この方法は多方面の加熱プロセスに適用可能で、
省エネルギーや温暖化防止に寄与できると考えら
れる。また、鍵となる圧縮機の製造技術において、
日本は高い技術を有し、海外への展開も期待できる。

トピックス3 自己熱再生加熱の省エネ効果を実証

　東京大学と新日鉄エンジニアリング（株）は、熱エネルギーを再生して繰り返し利用する「自己熱再
生加熱」の省エネルギー効果を実証した。既設のバイオエタノール蒸留装置を改造して比較すること
により、従来の蒸気加熱に比べて、一次エネルギー換算値で約 7 割減という省エネルギー効果を確認
した。この技術は多方面の加熱プロセスに適用可能で、鍵となる圧縮機の製造技術において日本は高
い技術を有し、海外への展開も期待できる。
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参　考
1）　河本洋、「自動車用高出力・大容量リチウムイオン電池材料の研究開発動向」、科学技術動向、2010 年 1 月号
2）　H. Wu et al., “Stable cycling of double-walled silicon nanotube battery anodes through solid-electrolyte interphase 

control”, Nature Nanotechnology, DOI：10.1038 / NNANO.2012.35

　二酸化炭素の排出量の低減に大きな効果が期待
できる電気自動車の動力源として、リチウムイオ
ン電池の開発が活発化している1）。自動車の航続距
離を伸ばすには、電池の大容量化が不可欠である。
リチウムイオン電池の負極材料に、従来の炭素に
代えてシリコン（Si）を用いると、容量密度を 10
倍以上に向上できることが判明しているが、充電
時に Si が膨張するため、充放電の繰り返しによる
耐久性が低いという問題があった。
　2012 年 3 月、米国スタンフォード大学の研究グ
ループは、リチウムイオン電池の負極材料として
新たに開発した外壁に酸化層をもつ Si ナノチュー
ブを用いることで、現在実用化されている炭素負
極に対して 8 倍の容量密度をもち、かつ、炭素負
極と同等の 2000 回以上の充放電サイクルに対する
耐久性を示したと発表した2）。
　研究グループが新たに開発した Si ナノチューブ
は、紡糸技術を利用して高分子を糸状に成形した
後に炭化し、その表面に Si を気相で成長させる。
これを酸化雰囲気中で 500℃ に加熱し、芯となっ
ている内部の炭素を除去することで、Si ナノチュー
ブ（直径；数 100 nm，壁の厚さ；30 nm）を作製
する（図表 1）。この時に、ナノチューブの外壁に
ごく薄い酸化シリコン（SiOx）層が形成される。
この SiOx 層が、電池の充電時に Si がリチウムを
取り込んだ際、外部への膨張を阻止するために機
能している。
　従来の Si ナノワイヤーや、外壁に SiOx 層のな
い Si ナノチューブでは、200 回程度の充放電サイ
クル試験で大きな形態変化（膨張）が観測された
が、今回開発の Si ナノチューブでは、2000 回の
サイクル試験後でも形態の変化はわずかであった。
リチウムイオン電池の充放電時に生成するとされ
る、高抵抗の固体―電解質界面（SEI）層が成長し

てはいるものの、SiOx 層が大きな膨張が起きるこ
とを抑制していると研究グループは考えている（図
表 2）。
　この Si ナノチューブを負極に適用したコイン型
セルによる試験では、従来の炭素負極によるセル
と比較して、最大 8 倍の容量密度が得られ、6000
回の充放電サイクル試験後の容量低下は 12% 程度
であった。これはすでに実用化されている炭素負
極によるセルと同等である。
　この研究は、米国エネルギー省（DOE）の Bat-
teries for Advanced Tranceportation Technologies

（BATT）Program および Office of Vehicle Technol-
ogy の助成により行われている。

トピックス4 Siナノチューブ負極によって大容量蓄電池寿命が大幅に向上

　電気自動車の動力源である、リチウムイオン電池の大容量化と耐久性向上が課題となっている。
2012 年 3 月、米国スタンフォード大学の研究グループは、リチウムイオン電池の負極材料として新
開発のシリコンナノチューブを用いることで、従来の炭素負極よりも 8 倍の容量で従来と同等の耐久
性を実現させた。シリコン負極は充電時に Si が膨張するため、充放電の繰り返しによる耐久性が低
いという問題があったが、外壁に酸化層を形成させることで膨張を抑制することができた。

図表 1　外壁に酸化層をもつ Si ナノチューブの作製方法

図表 2　電池の充放電による Si 負極材料の構造変化

参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成

参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス5 クラウドコンピューティングによる全世界の雇用創出効果の推計

　IDC 社は、2012～2015 年にクラウドコンピューティングにより創出される地域別・産業別の新た
な雇用を推計した結果を発表した。労働力・失業率・GDP・IT 支出額・技術インフラ・規制などを
反映した推計によると、クラウドコンピューティングによる全世界の雇用は、2015 年に 2012 年比
で倍増する。国別では、米国よりも中国とインドにおける雇用創出効果が大きい。産業別に見ると、
通信・メディアといった産業で大きな雇用効果が期待される。世界全体では、クラウドコンピューティ
ングにより新たな雇用が創出される一方で、特定の地域・産業・企業では従来の雇用が消失する。

　2012 年 3 月、IDC 社は、2012～2015 年にクラウ
ドコンピューティングにより創出される地域別・産
業別の新たな雇用を推計した結果を発表した1）。ク
ラウドコンピューティングにより創出される全世界
の雇用は、2012 年に 673 万人が見込まれているが、
2015 年には 1384 万人に倍増すると推計されている。
　クラウドコンピューティングによる新たな雇
用効果の推計方法として、動学的確率的一般均衡

（DSGE）モデルを用いた手法が知られている2）。ク
ラウドコンピューティングの導入は、企業の IT 支
出を削減するため、新興企業の市場参入を促進する
効果があると考えられている。市場に参入する企業
が増えることにより、総生産と消費が拡大し、結果
として雇用が増加する。ただし、企業が増えて競争が
激化した場合には、利益率が低下し、一部の企業は
市場から退場するといった効果も考慮されている。
　労働力・失業率・GDP・IT 支出額・技術インフ
ラ・規制などを反映したモデルから推計された、
クラウドコンピューティングによる新たな雇用創
出効果を図表に示す。国別では、米国よりも中国、
インドにおける雇用創出効果が大きい。米国の場
合、すでにクラウドコンピューティングが普及し
ているため、今後の急激な市場・雇用拡大は期待
しにくい。例えば、2015 年のインドネシアにおけ
るクラウドコンピューティングによる雇用規模は
米国の水準に近づき、年平均成長率では中国・イ
ンド・米国よりも高くなる。
　特定の利用者を対象とするプライベートクラウ
ドは、既存 IT サービスを代替していく。一方、一
般の利用者を対象とするパブリッククラウドは新
たなサービスを展開するための基盤を提供する。
産業別に見ると、通信・メディアといった産業で、
パブリッククラウドを利用したコンテンツ配信な
ど新たなサービスが生まれるため、大きな雇用効

果が見込まれる。組立・プロセス製造業と教育な
どの産業も、IT 支出の削減に効果的なパブリック
クラウド導入による雇用創出効果が期待される。
　一方、セキュリティや個人情報に関する規制は
パブリッククラウド導入の障害である。このため、
銀行・保険・医療はプライベートクラウドの利用
に留まり、雇用は大きく伸びない。しかし、電子
カルテなどの新たな医療サービスが普及すれば、
より大きな雇用創出につながる可能性もある。
　世界全体では、クラウドコンンピューティング
により新たな雇用が創出される一方で、特定の地
域・産業・企業では、従来の雇用が消失する。

参　考　1）　Gantz, J. F., Minton, S. and Toncheva, A. Cloud Computing’s Role in Job Creation, IDC White Paper, March 2012

2）　Etro, F., （2009） The Economic Impact of Cloud Computing on Business Creation, Employment and Output 

in Europe, Review of Business and Economics, 54 （2） 179-209.

図表　クラウドコンピューティングによる全世界の雇用創出効果

出典：IDC White Paper, Sponsored by Microsoft, 
Cloud Computing's Role in Job Creation, March 2012

（a）国別の雇用推計

（b）産業別の雇用推計
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小水力発電の現状・意義と
普及のための制度面での課題

　1990 年代以降、直接的には CO2

を排出しない再生可能エネルギー
による発電は、地球温暖化対策と
いう観点から拡大の必要性が指摘
されてきた。しかし、発電コスト
の高さや発電状況が自然環境に左
右されるので安定的な発電が困難
であるという多くの再生可能エネ
ルギー固有の性質、そして特に日
本では政策による後押しが弱いと
いう事情もあって、普及が遅れて
いた。しかし、東日本大震災によっ
て引き起こされた東京電力福島第
一原子力発電所の事故により、再
生可能エネルギーの急速な普及・
拡大が日本においても極めて重要
な政策課題のひとつとなったこと
は周知の通りである。
　再生可能エネルギーの普及・拡
大が必要とされる理由の 1 つは、
その環境負荷の小ささである。し
かしそれだけではなく、「分散型」
エネルギーシステムに親和的であ
るということも注目を集める大き
な理由となっている。これまでの
日本の電力供給システムは、遠隔
地に大規模な発電所を設置し、そ
こから消費地に送電を行う「大規
模集中型」が主流であったが、こ
の方式は大規模発電所に事故があ

伊藤　康
客員研究官

ると広範囲に重大な影響を及ぼす
ことが東日本大震災によって再認
識された。相対的に小規模の発電
設備で消費地に近いところで発電
を行う分散型電源にある程度依拠
したシステムがあれば、そのよう
な供給リスクを低減させることが
可能になる。国家戦略室のエネル
ギー・環境会議が 2012 年 3 月に
発表した「エネルギー規制・改革
アクションプラン～グリーン成長
に向けた重点 28 項目の実行（案）」
においても、電力システム改革の
一環として「分散型電源の活用・
拡大」があげられている1）。勿論、
分散型電源も供給リスクは存在
するので、「集中型」と「分散型」
とのバランスが求められる。
　ところで再生可能エネルギー
による発電というと、従来は太
陽光発電、風力発電、バイオマ
ス発電がイメージされることが多
かった。その一方、小水力発電は
相対的にあまり注目されることは
なかったと言ってよいだろう。こ
れは、水力発電は完成された技術
であるため技術的には成熟してお
り、太陽光発電等と比較してフロ
ンティアというイメージが弱いこ
と、また、大規模ダムによる水力

発電が自然破壊を引き起こしてい
るという批判が行なわれるように
なり、さらにそれが「公共事業批
判」と結びついたことも影響して
いるかもしれない。しかし、今日
の日本で「再生可能エネルギー発
電」と定義される発電の中で最も
発電量が大きいのは小水力であ
り、今後の開発・普及ポテンシャ
ルもまだ十分に存在している。ま
た、太陽光発電や風力発電では大
規模化も構想されている一方、小
水力発電はその定義上、出力規模
はあまり大きくならないので、将
来的にも分散型発電システムに親
和的である。環境負荷が小さく、
かつ分散型システムとの親和性と
いう 2 つの基準に関しては、再生
可能エネルギー発電の中でも小水
力発電は非常に適合的といえる。
　本稿では、主に日本における小
水力発電をとりまく状況、および
それが普及する意義について概観
したうえで、小水力発電をより一
層普及・発展させるための課題に
ついて、主に制度面から検討を行
なう。なお水力発電の技術的な面
に関しては、すでに科学技術動向
2010 年 3 月号で触れられている
ので、そちらを参照されたい2）。

1 はじめに
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小水力発電の定義

　「小水力」というからには、出
力規模が小さい水力発電であるこ
とは当然であるが、規模に関し
て厳密な定義が存在しているわ
けではない。例えば、ヨーロッ
パ 小 水 力 発 電 協 会（European 
Small Hydropower Association：
ESHA）は、小水力発電とは出力
規模が 1 万 kW 以下の水力発電
であるとしている3）。日本では新
エネルギー・産業技術総合開発
機 構（NEDO） が 1000 kW 以 上
1 万 kW 以下のものを小水力、さ
らに 100–1000 kW のものをミニ
水力、100 kW 未満のものをマイ
クロ水力と分類している4）。しか
し、これらは必ずしも一般的では
ない。後で詳述するように、「新
エネルギー」促進を目的として
2003 年から施行された「電気事
業者に対する新エネルギー特別措
置法」で、出力規模 1000 kW 未
満の水力発電が促進の対象となっ
ている一方、2011 年 8 月に制定
された「再生可能エネルギー特別
措置法」においては促進の対象
は 3 万 kW 未満のものを指して
いる。資源エネルギー庁は、出力
規模 3 万 kW 未満のものを「中小
水力」と称している。本稿におい
ては、国際的に小水力の基準とさ
れることが多い出力規模 1 万 kW
以下を全て小水力と称して論考の
対象とする。
　水力発電は一般に水の落差を利
用するものであるが、その水の利
用方法に注目すると、流れ込み
式・調整池式・貯水式・揚水式
の 4 種類、発電に利用する落差を
確保する方式に注目すると、水路

式・ダム式・ダム水路式の 3 種類
に分類される5）。小水力発電は、比
較的少ない流量と小さな落差を利
用するケースが多いので、ダムを
もたず河川水を貯留することなく
そのまま利用する流れ込み式、あ
るいは川の上流で堰から水を取り
入れ導水路で落差が得られるとこ
ろまで水を引き発電する水路式が
一般的な発電方法となっている6）。
ただし、非常に小規模なものであ
ればダムも利用されることがある。

2-2

小水力発電の実施箇所

　小水力発電は、これまでは主に
河川もしくは農業用水などの水路
で行なわれ、立地地域コミュニ
ティ（農山村地域など）の電力需
要を賄い、余裕があれば売電を行
うというケースが多い。原理的に
は落差があれば発電可能なので、
上下水道の施設内やビル等の建造
物内部で行なわれるケースがあ
る。設置に際し煩雑な手続きがほ
とんど必要のない上下水道関連施
設や一般の建物内部での小水力発
電も徐々に増え始めている。

2-3

これまでの小水力発電の
現状と今後の

開発ポテンシャル

　千葉大学公共センターと NPO
法人環境エネルギー政策研究所が
行なっている「エネルギー永続地
帯」の推計によれば、2008 年の
再生可能エネルギーによる発電量
に占める出力規模 1 万 kW 以下の

水 力 の 比 率 は 61.05%、1000 kW
未満に限っても 5.04% と、バイオ
マスによる発電比率 4.17％よりも
大きかった7）。ただし、これは最
近になって小水力発電の開発が積
極的に行われてきた結果ではな
く、伸び率をみると、小水力は太
陽光や風力と比べるとむしろ小さ
い。過去に開発された小規模の水
力発電が今日においても稼働して
いることを示している。
　小水力発電の今後の開発ポテ
ンシャルについては、いくつか
の推計が行われている。図表 1
は、資源エネルギー庁が実施して
いる「包蔵水力調査」（2004 年 3
月）によって推計された水力発電
の開発余地を示したものである。
これによると、出力規模 1 万 kW
以下のものは総計で 600 万 kW
以上の開発余地がある8）。その一
方、1000 kW 以下のものについ
ての開発余地はわずかとされてい
る。他の出力区分については、出
力規模が小さくなるにつれて未開
発の地点数が増加しているにもか
かわらず、1000 kW 未満だけ未
開発地点数が非常に小さく見積も
られている。一般に、出力規模が
小さくなるほど設置は容易にな
り、対象地点は増加するはずであ
る。上記「包蔵水力調査」による
推計においては、経済性が低いと
考えられている渓流や小河川は最
初から検討対象とされていないこ
とから9）、小規模地点に関するポ
テンシャルとしては、図表 1 は過
少推計になっている可能性が高い
と考えられる。
　環境省も 2011 年 3 月に公表し
た「再生可能エネルギー導入ポ
テンシャル調査」の中で、小水力
発電のポテンシャルを推計してい
る。図表 2 はそれをまとめたもの
であるが、出力規模 1 万 kW 以

2 小水力発電に関する現状と開発ポテンシャル
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図表 1　資源エネルギー庁による出力別包蔵水力の試算

図表 2　環境省調査による小水力発電の導入ポテンシャル（河川部）

出典：資源エネルギー庁ホームページ（http://www.enecho.meti.go.jp/hydraulic/index.html）
を基に科学技術動向研究センターにて作成

出典：参考文献10）を基に科学技術動向研究センターにて作成

下の導入ポテンシャル（河
川 部 ） は、 約 1300 万 kW
とされている10）。ここで
の導入ポテンシャルとは、
種々の制約条件を考慮せず
に理論的に推計した賦存量
から、自然的・社会的制約
条件から利用不可能な地点
を差し引いたものである。
一方、既開発分は差し引か
れていない。図表 1 の「包
蔵水力調査」によれば、出
力規模 1 万 kW 未満のもの
は既に約 350 万 kW 開発さ
れているので、単純計算で
は 約 950 万 kW（＝1300 万
－350 万）の開発余地が存
在することになる。両調査
は推計方法が異なるので、
単純に差引することは厳密には適
切ではないが、大まかな傾向を把
握することはできる。
　環境省の推計では、特に 1000  
kW 未満のポテンシャルが約 530
万 Kw、地点数で 1 万 8229 箇所
となっており、図表 1 の包蔵水力
調査と比べて大きいが、それでも
過少推計ではないかという指摘も
ある11）。環境省の推計では、農業
用水路における小水力発電の適地

は 593 箇所、出力規模で約 25 万
8000 kW である。小林 [2011] は、
小水力発電設備を既に導入してい
る扇状地上の農業用水を対象に、
延長約 18 km の幹線水路と延長
12 km の支線水路について開発余
地の試算を行った。一定以上の落
差がある部分を小水力発電適地と
考えると、合計約 30 km の農業
用水路区間に適地は 100 箇所あっ
た。日本の農業用水は幹線水路だ

けで 4 万 km と言われている。た
とえ平坦な土地を流れ適地を見
つけにくい農業用水路が少なく
なかったとしても、4 万 km の中
で 593 箇所だけとは少なすぎると
小林 [2011] は指摘している。特に
1000 kW 未満のポテンシャルに
ついて、より詳細な調査が必要で
あろう。

http://www.enecho.meti.go.jp/hydraulic/index.html
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図表 3　主な再生可能エネルギー発電の特徴

出典：環境省ホームページ（http://www.env.go.jp/earth/ondanka/shg/page02.html）
を基に科学技術動向研究センターにて作成

きに、導入ポテンシャルが小さい
という点は、小水力発電の開発を
促進する意義自体を問うものとい
えるかもしれない。
　まず、小水力発電を日本の主た
る電源とすることは、そのポテン
シャルからみて不可能である。し
かし東日本大震災による福島第一
原発事故以後、原子力発電に対す
る依存度は下げざるを得ず、同時
に地球温暖化防止のため二酸化炭
素排出削減も求められている。こ
のような状況下では、少しでも再
生可能エネルギーによる電力を増
加させることは、莫大なコストが
かからない限り意義があると言え
る。その中で例えば、出力規模 1
万 kW 以下の小水力発電の導入
ポテンシャル約 1050 万 kW とい
う環境省による推計が正しいとし

3-1

小水力発電のメリット12）

　他の再生可能エネルギー発電と
比較したときの小水力発電のメ
リットとしては、

（1）設備利用率が 60–70% 程度で
あり他の再生可能エネルギー
による発電方法と比較して非
常に高い

（2）出力変動が比較的小さいの
で、系統を不安定にさせにくい

（3）事前調査や工事が相対的に
簡単

（4）水力発電の基本的技術は既に
成熟しているので、技術自
体の不確実性は低い

といったことがあげられる。
　一方、小水力発電を進める際の
問題点としては、

（1）水の使用について利害関係が
つきまとい、新たに発電を
行う場合の法的手続きが煩
雑となる

（2）一般に発電コストを下げるた
めには、同種の機器を多く生
産することが求められるが、
立地毎に条件（落差・流量）
が大きく異なることから、そ
れに合わせた仕様にせざる
を得ないため、他の発電機
器と比較すると機器の量産
効果は期待できない、

といったことがあげられる。

3-2

小水力発電を促進する
意義とは何か？

　太陽光や風力といった他の再生
可能エネルギー発電と比較したと

た場合、これが全て開発されれ
ば、2009 年における一般電気事
業者の全発電設備容量 2 億 3,715
万 kW の約 4％に相当する13）。最
大限の節電が求められている今
日、この数字は小さくはない。そ
もそも、小水力発電の導入ポテン
シャルが相対的に小さいと言われ
るのは、流水量や落差等の賦存量
が、太陽光や風力に比較すれば、
ある程度正確に見積もることが可
能であることの裏返しという面も
ある。すなわち、小水力は技術的・
経済的な面で相対的に低いリスク
で開発できる再生可能エネルギー
発電であり、優先して開発すべき
再生可能エネルギー電源であると
言える。
　しかも、小水力発電開発を促進
する意義は、全体的な再生可能エ

出典：環境省ホームページ（http://www.env.go.jp/earth/ondanka/shg/page02.html）
より引用

図表 4　小水力発電の最大出力に対する出力比率の変化（イメージ）

3 小水力発電促進の意義と問題点

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/shg/page02.html
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/shg/page02.html


科 学 技 術 動 向　2012年 5・6月号

14

　これらの市町村のほとんどは、
小水力発電の適地である中山間地
域に位置した小さなコミュニティ
である。今日の段階でも、小水力
発電はこうした市町村（近隣地域
を含む）の電力需要のかなりの部
分を賄うことができる。未開発の
小水力発電が開発されれば、この
ような潜在的に「エネルギー（電
力）自給率」が高いコミュニティ
は大幅に増える。
　東日本大震災による電力需給の
ひっ迫は、ある程度分散型電源に
依拠したシステムを取り入れる重

ネルギーによる電力供給の増加に
だけあるわけではない。上述の「エ
ネルギー永続地帯」による再生可
能エネルギー電力の推計では、各
市町村の民生および農水部門にお
ける電力需要を当該地域の再生可
能エネルギー電力供給でどの程度
賄われているかを示す「自然エネ
ルギー電力自給率」を推計してい
るが、2008 年時点で 30 以上の市
町村では小水力発電だけで「電力
自給率」が 100％を超えており、
50％を超えている市町村は 67 に
のぼる。

要性を再認識させた。しかし、電
力供給システムを分散型に移行さ
せるには、十分な準備と時間が必
要である。設備利用効率が高く、
再生可能エネルギー発電の中では
相対的に負荷変動が小さい小水力
発電の普及は、特に小水力に適し
た中山間地域およびその周辺地域
において、消費地に近い場所で発
電を行う分散型電源に依拠したシ
ステムを実証していく第一歩にも
なり得る。

　小水力発電は、発電能力が地点
ごとの流水量・落差といった個別
の自然条件および後述するような
水利権等の社会的制約を受ける。
小水力発電を行なうためには、地
域の水資源に目を向け、地域で利

害調整や十分な議論をすることが
求められるが、これは地域活性化
のためには不可欠なプロセスでも
ある。実際、小水力発電の導入・
実施を契機にして、持続可能な地
域づくりを行なおうという試みが

各地で実践されている。言わば、
農山村地域における「地域開発モ
デル」としての小水力開発である14）。
以下、いくつかの事例を見てみよう。
　長野県大町市（人口約 3 万人）
では、地元の NPO 法人が、市内

図表 5　「小水力自給率」が 50% 以上の市町村（2008 年）

出典：千葉大学・環境エネルギー政策研究所『エネルギー永続地帯（2008）』を基に科学技術動向研究センターにて作成

4 地域開発モデルとしての小水力発電の開発
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に張り巡らされた農業用水路を
利用して小水力発電を行なうこ
とで、地元で利用する一部のエ
ネルギーを引き出しながら、地場
産品作りや観光施設の低環境負荷
化、あるいは環境学習の場として
も活用し、地域興しにつなげよう
と試みた15）。小水力発電施設を具
体化する上で、後述する水利権と
いう制度的な障壁と、実際に農業
用水路で発電が可能かという技術
的な課題があった。実験地を 3 ヶ
所確保し、それぞれの土地改良区
からの同意書を添付して、河川法
に基づき水利申請を行なった。そ
して、小水力発電の性能試験を立
ち上げながら、同時に自然エネル
ギーや郷土の歴史に関するシンポ

ジウム・ミニ発電に関する学習会
等を行なったのである。その後、
稼動後も水力発電所（最大出力
800 W、300 W、700 W の 3 か所）
を中心としたエコツアーを実施し
たり、環境学習の場として発電所
を利用している。
　岐阜県群上市の石徹白（いとし
ろ）地区（人口約 300 人）におい
ても、地元の NPO が小水力発電
事業に取り組んでいる16）。人口減
少に歯止めがかからない中で、地
域振興を目指していたが、昭和
30 年代までは同地区に小水力発
電所が存在していたことから「温
故知新」という形で小水力発電へ
の取り組みが始まり、2007 年か
ら事業をスタートさせた。小水力

発電開発の動きと並行して地域づ
くりの活動も活発化し、地域外か
らの定住促進の取り組みも始まっ
た。中には、小水力発電の見学
に来たことがきっかけとなって移
住を決めた人もいるとのことであ
る。最近では 2011 年 6 月、農業
用水路に最大出力 2.2 kW の小水
力発電施設が稼働し、発電した電
力は隣接する農産物加工所に送ら
れる計画である。
　勿論、将来的には地域振興のシ
ンボル的存在の小水力発電から、
ある程度の地域の電力需要をまか
なうレベルの事業として成り立つ
必要がある。

　再生可能エネルギー発電は、一
部例外はあるものの、現段階では
一般に発電コストが高いので、他
国においても日本においても何ら
かの政策による後押しがないと普
及は困難である。以下、日本にお
いて小水力発電を対象とした普及
促進のための政策手段を概観する。

5-1

電気事業者に対する
新エネルギー特別措置法
（Renewable Portfolio 

Standard：RPS 法）

　2003 年 4 月に施行された RPS
法は、電気事業者に対して新エネ
ルギー等から発電される電気を一
定割合以上利用することを義務
付けたものである。水力発電に
関しては、当初 1000 kW 未満の
水路式のものに限定されていた
が、2007 年 4 月の同法施行令改
正の際に、出力規模 1000 kW 未

満の水力発電所と改められ、規模
が小さければダム式も対象となっ
た。各電気事業者の毎年度の利用
義務量は、経済産業大臣が 4 年ご
とに 8 年先まで定める「電気事業
者による新エネルギー等電気の
利用目標」をベースに決定され、
2010 年度の利用義務量の合計は
122 億 kWh（全国の販売電力量
の 1.35％）とされた。
　RPS 法の最大の特徴は、電気
と「新エネルギー等電気相当量」
を分離して販売することを可能に
したことにある。そして、電気事
業者の義務の履行は、新エネル
ギー等電気相当量をもって行うの
で、例えば小水力発電の適地がほ
とんどない電力事業者は、義務を
満たすために莫大なコストをかけ
て小水力発電を行う必要はなく、
小水力発電の適地に設置された発
電事業者から新エネ相当量を分離
して購入することで相対的に安く
義務を満たすことが可能である。

5-2

再生可能エネルギー
特別措置法

（固定価格買取法）

　RPS 法は、確実に義務量を達
成することが期待できる政策手段
ではあるが、電力事業者には義務
量以上に再生可能エネルギー電力
を供給するインセンティヴは働か
ないので、義務量が小さければ、
むしろ再生可能エネルギー普及
の「天井」になってしまう恐れが
ある。また、一口に再生可能エネ
ルギーと言っても、各技術の発展
段階等には大きな違いがあり、当
然発電コストも異なる。もし、再
生可能エネルギー発電全体で決め
られた義務量を満たせばよいとい
うことになると、その時点で相対
的に安い発電方法に集中してしま
い、幅広い発電方式の普及を促す
という効果は期待できなくなる。
実際、国レベルのパネルデータを

5 小水力発電をより促進するための政策手段



科 学 技 術 動 向　2012年 5・6月号

16

用いて、再生可能エネルギー関連
技術に関する特許出願数に対する
政策手段等の影響を定量的に分析
した研究によると、RPS は現時
点におけるコスト面で（再生可能
エネルギーの中では）相対的に有
利な風力発電関連技術の特許出願
数を有意に増加させるが、太陽光
発電等のコスト面で劣っている分
野に関しては特許出願を有意に増
加させるという結果は得られてい
ない17）。
　再生可能エネルギーが普及して
いる欧州諸国では、再生可能エネ
ルギーによる電力を長期間にわ
たって費用回収が可能になる程度
の高値で電気事業者が買い取るこ
とを義務付ける「固定価格買取制
度」の導入を契機に普及が促進さ
れたこともあり、同様の制度の導
入を求める声が日本でも高まっ
た。固定価格買取制は、再生可能

エネルギーによる電力をコスト
回収が可能になる価格で長期間買
取を保証することによって、再生
可能エネルギー事業者に予測可能
性を高めることで、再生可能エネ
ルギー発電の促進を図る制度であ
る。日本における固定価格買取制
度は、まず 2009 年 11 月に太陽光
発電の余剰電力に限定された形で
導入された。当初の買取価格は住
宅用 48 円／kWh、非住宅用は 24
円／kWh で、買取期間は 10 年間
である。その後、対象を全ての再
生可能エネルギーに拡大した「再
生可能エネルギー特別措置法」が
2011 年 8 月 26 日に成立し、2012
年 7 月 1 日より施行されることと
なった。具体的には、太陽光、風力、
水力（出力規模 3 万 kW 未満の中
小水力）、地熱、バイオマスによっ
て発電された電力に関して、電気
事業者は全量買い取り義務を負い

（住宅用太陽光については余剰電
力のみ）、その費用は原則として
使用電力に比例した賦課金として
回収する、すなわち電力料金に上
乗せするという形で電力消費者が
負担することになる。買取価格が
高いほど、電力消費者が負担する
額は大きくなる。ただし、電力購
入にかかった費用が売上高に占め
る比率が一定水準以上の事業者に
対しては、賦課金の減免が行なわ
れる。また、再生可能エネルギー
の普及速度は地域間でばらつきが
ある可能性があるので、その負担
の大きさを調整するための機関を
設置することとされている。電力
会社が徴収した賦課金は、費用負
担調整機関がいったん回収し、そ
の上で実際の買取費用に応じて費
用負担調整機関から交付金という
形で各電力会社に渡す仕組みと
なっている（図表 6）。なお、固

図表 6　固定価格買取制度の仕組み

出典：資源エネルギー庁資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
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定価格買取制度の施行とともに、
RPS 法は廃止される。
　買取価格やその期間をどの程度
にするかによって、再生可能エネ
ルギーによる電力の普及度は決定
的に左右されるが、それらについ
ては再生可能エネルギーの種別、
設置形態、規模等に応じて、中立
的な第三者委員会である「調達価
格等算定委員会」（5 名の委員は
国会の同意人事）の意見を尊重し
ながら、経済産業大臣が決定する
こととされた。同委員会は、2012
年 3 月 6 日に第 1 回会議が開催さ
れて以降、様々な再生可能エネル
ギー関連事業者からのヒアリング
などを行いつつ議論を重ね、4 月
27 日に買取価格や買取期間に関す
る委員会提案を発表した（図表 7）。
小水力発電に関しては、200 kW
未満、200 kW 以上 1000 kW 未満、
1000 kW 以上 30000 Kw 未満と設
備規模毎に 3 つに区分され、買
取価格は消費税込みでそれぞれ
35.70 円、30.45 円、25.20 円、買取
期間は 3 区分とも共通で 20 年間
である。
　法の施行から 3 年間は、集中的
な再生可能エネルギー電力の利用
拡大を図るため、買取価格の決定
に際し、再生可能エネルギーによ
る発電事業者の利潤に特に配慮す
ることとされており、今回の委員
会提案はその点に留意したもので

ある。買取価格・買取期間は、そ
れぞれの発電コストの状況等を勘
案して年度ごとに見直される。

5-3

設備投資に対する補助金

　再生可能エネルギー設備設置に
対する補助金は、比較的早い時期
から行われてきた助成政策であ
る。水力発電所の開発には、建設
費用等に対して、経済産業省、農林
水産省等が補助制度を設けている。
　現在、経済産業省は中小水力発
電所建設（新技術導入以外）に対
して、出力規模が 1000 kW 以上
5000 kW 以下の発電所には 20%、

5000 kW 以上 3 万 kW 以下の発電
所であれば 10% の助成、1000kW
以上 3 万 kW 以下で新技術導入
を伴う場合は 50% の助成を行っ
ている。平成 23 年度には、14 の
中小水力開発事業に補助金が交付
された。補助金額は、地熱発電事
業と合わせて約 20 億円である。
　農林水産省の助成制度は、かん
がい排水事業等の土地改良事業
や、農村振興総合整備事業等の一
環として実施されている。かつて
は、発電施設のみの単独整備は対
象ではなかったが、2009 年度よ
り一部の事業で発電設備単独で新
設・更新が可能になった。農林水
産省の助成制度は補助率が 50%
のものが多く、経済産業省のもの
と比べて高めである。

図表 7　調達価格等検討委員会による提案（2012 年 4 月 27 日現在）

出典：調達価格等検討委員会資料を基に科学技術動向研究センターにて作成

　小水力発電を行なう際に特に大
きな障害となり得るのが、「水利
権」の問題である。河川の水を利
用して水力発電を行う際には、規
模に関わらず原則として河川法に
よる「水利使用の許可」を受けな
ければならない。農業用水や工業
用水等、既に許可を得ている水を
利用して水力発電を行う場合で
あっても、利用目的が異なるた

め、新たな許可が必要となる。ま
た、小規模の水力発電であっても、
原則として大規模なダムによる水
力発電と同様の手続きを経なけれ
ばならない。上述の大町市の事例
では、発電を行う団体（この場合
は地元の NPO）が農業用水利用
の許可を得ている団体（土地改良
区）ではなく、水利申請には土地
改良区の同意も必要であった。水

利申請は、事前協議を含め正式な
許可を得るまでに 1 年半の時間が
かかっている。加えて、当初計画
していた 1 ヶ所の小水力発電施設
は、当初協議していたものを越え
る規模の施設を整備したことに
よって地元の土地改良区の反発を
招き、最終的には水車の撤去を余
儀なくされたと報告されている18）。
このように、出力規模 1 kW 未

6 「水利権」問題
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満の規模の発電を行う場合でも、
様々な水利権に関わる調整が必要
とされる。
　しかし、RPS 法により小水力
発電も普及促進の対象となったこ
とで、小水力発電に関する許可水
利権は必要となる手続きが緩和さ
れた19）。2005 年には、他の水利
使用に従属する水利使用に係る添
付書類の省略が認められた。これ
は例えば、農業用水として既に水
利権を取得している場合、田に水
を引いてくる途中で小水力発電

（従属発電）を行うのであれば許
可の手続きを簡便にするというも
のである。翌 2006 年には、許可
を受けた他の目的を完全に果たし
たあとの水を小水力発電に使用す
る場合には、許可も必要ないこと
が周知された。例えば、排水路と
してのみ使われている水路におい
て小水力発電を行う場合には、新
たな許可は不要ということである。
　このように、農業用水等で既に
水利権が設定されている状況で
は、膨大な手続きのうちの一部は
簡略化されてきたが、未だ問題は
ある。通常、農業用の水利用に関
しては、水田耕作を行なう期間は
河川から農業用水に水を引き込む
ことができるが、農業を行なわな
い冬場は限定的にしか水を引くこ
とができない。従って、農業用水

に従属する発電は、冬は発電でき
ないことになる20）。発電を行なう
という理由で冬も水量を確保しよ
うとすると、発電用水利権という
ことになり、別途新たな許可を得
ることが必要になってしまう。
　河川から直接取水して発電を行
おうとする場合には、発電用の水
利権を改めて取得しなければなら
ない。また、取水により影響を受
ける人や団体の同意も必要になる
ため、手続きは非常に煩雑である。
　発電のための水利使用の許可を
得た後も、その運用は厳格なもの
である。水利使用許可により、発
電事業に対しては秒当たり取水量
の最大値が定められ、発電事業者
の取水はつねにこの値を超えては
ならないとされている。ただし、
東日本大震災後の電力需給逼迫期
には、2011 年 4 月 30 日までの暫
定的な措置であるが、一時的に秒
当たりの取水量が最大値を超えて
も、24 時間の平均取水量が許可
取水量を超えなければ良いとされ
た。この措置により、夜間に河川
からの取水量を減らせば、昼間の
ピーク時にあわせて取水量＝発電
量を増加させることが可能になっ
た21）。秒単位で取水量をつねに遵
守しなければならない場合、つね
に変化する自然の水量を相手に秒
単位で管理することは極めて困難

であるから、一時的な撹乱により
許可取水量を超えないようにする
ために、通常は許可量の 95% く
らいに抑えて取水することが一般
的である。しかし、1 日平均で守
ればよいのであれば、若干多く取
水することがあったとしても、1
日の時間の中で調整すれば良いの
で、ほぼ 100% 近い取水が可能に
なり、発電量を 5% 程度増加させ
られる22）。暫定的措置の期限以降
もこの措置を継続する声が強かっ
たが継続は認められず、1 時間当
たりの取水量が許可水量を越えな
ければよいという多少の緩和にと
どまった23）。
　小水力発電の普及の障害となっ
ていた水利権取得に係る煩雑な手
続きやその他の規制は、徐々にで
はあるが緩和され、改善の方向に
ある。例えば、従属発電に関する
手続きの簡素化および標準処理
期間の短縮が、2011 年に成立し
た「総合特別区域法」および「東
日本大震災復興特別区法」におい
て決定された24）。また、2012 年 3
月には、一定の小水力発電に係る
河川環境調査等の不要であること
が通知された。発電水利権の手続
きに関する相談窓口が設置されて
いる。しかし、手続きの簡素化に
関しては、多数の事項が依然とし
て検討途上の段階である25）。

　小水力発電は、太陽光発電や風
力発電と比較すると、設備容量規
模という意味での開発ポテンシャ
ルは大きいとは言えない。しか
し、設備利用効率の高さや負荷変
動の小ささ、技術的不確実性の小
ささといった、他の再生可能エネ
ルギー発電と比較しても優れた性
質を持ち、消費地の近くで発電を
行う「分散型」の電力供給システ
ムとも親和的であるというメリッ

トを有する。また、地域の水資源
に依存していることから、その開
発のプロセスで地域の資源・環境
を問い直すことが不可欠であるが
ゆえに、それを通じて地域活性化
に寄与することも期待でき、実際
に各地域で様々な取り組みが行わ
れている。再生可能エネルギーの
中で太陽光発電や風力発電と比較
すると注目度は低いが、小水力発
電を促進する意義は小さくない。

　小水力発電促進の前提となる量
的な導入ポテンシャルの推計に関
しては、特に 1000 kW 未満の小規
模地点に関しては十分に把握され
ていない可能性があり、今後詳細
な調査を行う必要がある。小水力
発電は、依然としてコスト削減の
技術開発の余地はあるものの、画
期的な技術革新がなくても、制度
面での様々な制約が緩和されれば
大幅な普及が期待できる発電技術

7 まとめ―小水力発電の意義と課題
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である。普及の阻害要因となって
きた水利権等に関する手続きの煩
雑さは徐々にではあるが緩和され
てきたが、小水力発電を十分に促
進するには至っていない。水利権
に係る手続きが厳格であるのには
歴史的経緯があり、また緩和した
場合の影響は十分に検証される必

要があることは言うまでもない。
しかし、今日の日本の電力をめぐ
る状況を考慮すれば、小水力発電
普及の具体的な便益と費用などの
問題点を早急に検討し、これまで
行われてきた水利利用手続き等の
緩和の影響など、様々な規制に関
して改めて見直すことが求められ

ている。
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科学技術動向研究

地震動の周期に依存した
建物被害と新たな課題

　2011 年の東北地方太平洋沖地
震は、約 2 万人の死者・行方不
明者を出す東日本大震災を引き
起こし、1923 年の関東大震災以
降最大の自然災害となった。ただ
し、ほとんどが津波による犠牲者
であったため、地震動による被害
はあまり注視されていない。現実
には、地震動による被害も多様で
あった。地震災害の研究は、実際
に起きた事跡を検証することが全
てであり、私たちは、未曾有の大
震災で明らかとなった事実に目を
向け、それらから得られる教訓を
謙虚に学ぶ必要がある。
　科学技術政策研究所では、地震
動による直接の建物被害に注目し
て、2012 年 2 月 7 日 に「 東 日 本
大震災の被害と防災の在り方」と
題する講演会を行った。講演者お
よび講演題目は以下の通りである。

松村　正三
客員研究官

市口　恒雄
安全・システムユニット

①「揺れによる建物被害と防災シ
ステムの問題」　境有紀（筑波大学）
②「事業活動への影響と免震・制
震の効果」　境茂樹　（（株）間組）
　本報告では、両氏の講演内容に
沿って東北地方太平洋沖地震によ
る建物被害の特徴を紹介する。阪
神・淡路大震災を引き起こした
1995 年兵庫県南部地震に比べて、
東北地方太平洋沖地震では、一般
住宅の全壊や大破といった構造部
の損傷は少なく、被害は瓦屋根や
壁などの非構造部分に集中してい
るという特徴が見られた。甚大な
津波被害を出しかつ地震の震度も
大きかった東日本大震災で、何故
揺れによる建物崩壊が少なかった
のかを明らかにし、今後の被害軽
減に役立てたいということがこの
講演会の主なテーマであった。
　東北地方太平洋沖地震は、震源

近くの東北地方では主に短周期の
地震動であったが、首都圏では長
周期成分も見られ、超高層ビルが
長時間にわたって大きく揺れた最
初の事例ともなった。ここ数年の
間に高い確率で起きるとされる首
都圏直下型地震では、最大震度 7
の可能性も想定されており、兵庫
県南部地震を上回る大きな建物被
害も予想される。超高層建築を含
め、首都圏の建物は本当に大丈夫
なのか。もし、可能な対策がある
とすれば、どういう対策があるの
か。そういった問題も含め、少し
でもその被害を少なくする方法を
探ってみたい。
　以上のように、両氏の講演内容
の一部を紹介するとともに、将来
の大震災に備えて、揺れによる建
物被害についての教訓を汲み取る
ことが本稿の目的である。

1 はじめに

　被害を受けた建物は、事後の安
全性を確保するためにも、精密な
調査が望まれる。しかし、被害を
受けた建物を全て調査しても、被
害総数は算出されるが、被害率と

いった数字は出てこない。被害率
あるいは全壊率という数字は、被
害の有無に拘わらず、地域全体を
万遍なく調査して初めて得られる
ものである。現実には、広範囲の

全ての建物を調査することは不可
能であり、むやみに調査しても震
度や揺れ方との関係は明らかにで
きない。この関係を明らかにする
ためには、信頼できる地震計が設

2 地震動による建物被害の調査方法と調査結果
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図表 1　K–NET および KiK–net の強震観測地点と観
測設備の写真 

出典：参考文献 1

置されている場所を選び、その
地点を中心に半径何百メートルと
いったエリアを調査することが有
効である。このように、建物被害
の調査方法には、被害建物だけを
調査して被害総数を算出する方法
と、特定エリアの全棟調査により
被害率を算出する方法がある。
　日本には、（独）防災科学技術
研究所が全国に約 20 km の間隔
で設置している K–NET および
KiK–net と呼ばれる強震観測施設
が 1,381 箇所ある（図表 1 参照）。
そのほかに、気象庁と自治体の強
震観測設備がそれぞれ 608 箇所と
2,839 箇所存在する。それらの観
測施設には、強い揺れでも針が振
り切れない強震計やデータの送信
装置などが装備され、地上に置か
れた丈夫なケースに収納されてい
る（図表 1 の写真参照）。
　KiK–net は地中に設けた地震計
と地表の強震計とがセットになっ
た も の で あ る。K–NET お よ び
KiK–net で得られた地震波形など
の記録は、インターネットで公
開・配信されている2）。東北地方
太平洋沖地震では、震度 6 弱以上
を記録した強震観測点は 200 地点
以上であった。
　境有紀氏らの研究グループは、
2011 年 3 月 16 日 か ら 4 月 10 日
までの期間に、周辺の建物が多
い個所などを考慮して、200 地点
の中から 35 地点を選んで調査を
行った（図表 2 参照）。宮城県 16
地点、福島県 7 地点、栃木県 6 地
点、茨城県 6 地点である。震度で
いえば、震度 7 が 2 地点、震度 6
強が 26 地点、震度 6 弱が 7 地点
となった。
　現地調査の方法は、強震計が
設 置 さ れ た 観 測 点 を 中 心 に 半
径 200 m 以内の建物全棟の被害
チェックである。ただし、倉庫や
車庫、および地滑りなどによる建
物被害は対象外としている。半径
200 m 以内と限定する理由は、こ
の範囲内であれば、地震動が観測

点とほぼ同じと見な
せるからである。た
だし、宅地の造成方
法などによっては、
家屋に伝わる地震動
が大きく異なる場合
もある。
　現地では、建物の
外観から全壊や大破
を判定し、屋根瓦被
害の有無を含めて、
木造、ＲＣ造（鉄筋
コンクリート構造）、
鉄骨造など構造種別
や階数などを区別し
て、地図上にプロッ
トする。図表 3 の左
側は K–NET 塩竈の
観測点（★印）を、
右側は宮城県涌谷町
にある気象庁の観測
点（★印）を中心に
半 径 200 m の 範 囲
内の建物を全棟調査
した例である。これ
らの例では、建物の
全壊・大破はなく、
若干の瓦被害で済ん
でいた。ほかの地域
の調査結果でも、被
害状況は概ね同様で
あった。
　研究グループによ
る建物被害調査の全
体結果を図表 4 に示
す。震度 6 弱の地点
を一部含むが、概ね
震度 6 強以上の地点
での調査建物数の合
計は 2,954 棟で、全
壊・大破率は 0.47％
であった。
　日本では、これま
で全壊率 30％以上
の発生状況を以て、
揺れの大きさを震度
7 と定義してきた。
1996 年以降の計測
震度への改訂後も、

図表 2　東日本大震災による建物被害の調査地点

提供：境有紀氏
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図表 3　東日本大震災による建物被害の調査例

提供：境有紀氏

震度 6 強での全壊率は 8～30％、
震度 7 での全壊率は 30％以上と
評価されてきた。しかし、東北地方
太平洋沖地震では、ほぼ震度 6 強
以上での全壊・大破率が 0.47％と
いう極めて低い数値になっている。
　強震観測点を中心に半径 200 m
の範囲で全棟調査する方法は、全

壊・大破率などの被害率を算出で
き、それを地震動と比較できる。
ただし、恣意的に調査範囲を拡げ
ることは統計学的信頼性を失わせ
るので、範囲外に全壊した建物が
あっても、その建物は調査対象に
はならない。これと平行して、被
害が大きかった建物を重点的に調

査し、どの部分がどういう風に壊
れたかを調べる従来の方法による
調査も、ほかのグループによって
実施された。国土交通省国土技術
政策総合研究所と（独）建築研究所
の合同グループは、福島県内（三
春町・二本松市・郡山市・福島
市）や福島県・宮城県内（白河

提供：境有紀氏

図表 4　東北地方太平洋沖地震による建物被害の調査結果
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図表 5　東北地方太平洋沖地震と兵庫県南部地震の地震動の比較

提供：境有紀氏

市・須賀川市・仙台市）などの鉄
筋コンクリート造や鉄骨造の建物
の被害調査を行った3、4）。この調
査結果でも、重大な被害は確認さ
れたものの限定的であること、観
測された震度の割には建物被害は
大きくなく、外装材の被害はあっ
ても構造的な被害は顕著でないこ
と、などが報告されている。ま
た、大きな被害を受けた建物に

は、1978 年の宮城県沖地震以前
に建てられたものが多いことも報
告されている。さらには、以前は
水田であった地域での被害が大き
いといった地盤条件の影響も指摘
している。
　このように、2 つの独立した調
査により、東北地方太平洋沖地震
では、震度の割には揺れによる建
物被害は大きくなかったことが明

らかになった。これは、建物の耐
震性が向上している効果なのだろ
うか。あるいは、東北地方太平洋
沖地震の揺れに何か特徴があった
のだろうか。それを解き明かすた
めに、次章では、建物被害の著し
かった兵庫県南部地震（阪神・淡
路大震災）の地震動との比較を試
みる。

では震度 7 で全壊率 0％であるの
に対して、鷹取では震度 6 強に対
して全壊率 59.4％であり、両者に
は極めて大きな違いがある。
　両者の揺れの特徴を見ると、大
きな違いがあることがわかる。東
北地方太平洋沖地震では短い周期
の強い揺れが長時間続いたのに対
して、兵庫県南部地震では比較
的周期の長い揺れが観測されて

3-1

揺れの特徴の比較

　図表 5 は、東北地方太平洋沖地
震と兵庫県南部地震の地震動の比
較例である。それぞれの測定地点
は、宮城県の K–NET 築館と JR
西日本の鷹取駅構内である。築館

いた。地震動の縦軸の単位 cm/s2

は加速度を示しており、通常は「ガ
ル」と呼ばれる単位である。980 
cm/s2 を 1 G（重力加速度）とし
て、G で表すこともある。東北地
方太平洋沖地震のグラフでは最大
値が 1,000 ガルを超えていたが、
1,000 ガル以上の部分を省略して
図示している。この地震動のグラ
フから、振動強度（弾性加速度応

3 兵庫県南部地震と東北地方太平洋沖地震との比較
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で報道されることもある。

3-2

建物被害の比較

　兵庫県南部地震は、全半壊の住
宅が合わせて約 25 万棟という大
きな建物被害を起こした。死者
6,432 名のうちの約 80％が住宅倒
壊による圧死と言われている。木
造住宅の場合、1 階の柱が折れ
て 2 階部分が下に落ちることによ
り、1 階で就寝中の人が圧死する
ケースが多く見られた。

答）と周期との関係を表すグラフ
を描けば、2 つの地震動の特徴の
違いは一目瞭然である。東北地方
太平洋沖地震では周期が 0.5 秒以
下の振動強度が大きいが、周期が
1～2 秒の領域では、兵庫県南部
地震の方が振動強度は大きい。建
物被害に関しては、周期が 1～2
秒の地震動の影響が大きく、被害
率との相関も指摘されている。一
方、周期が 1 秒以下の振動は、人
体感覚と合致しており、瓦屋根や
壁などの非構造部材や室内被害と
の相関が見られる。
　東北地方のほかの測定地点で
も、弾性加速度応答は、0.5 秒以
下の周期で大きく、建物被害に結
びつく 1～2 秒周期では小さかった

（図表 6 参照）。東日本大震災では、
建物に影響する地震動が大きくな
かったから、建物被害がさほど生
じなかったのである。建物の耐震
性が兵庫県南部地震以来向上した
というわけではない。従って、東
北地方太平洋沖地震という超巨大
地震でも大丈夫だったからといっ
て、今後の大地震で建物は大丈夫だ
ろうと即断するわけにはいかない。
　ただし、ほとんどの木造家屋や
中低層建物は 0.3～0.4 秒の固有周
期を持つことがわかっており、そ
れよりも長い周期 1～2 秒の地震
動で大きな建物被害が起きるとい
うのは、奇妙な現象に思える。こ
の固有周期 0.3～0.4 秒というのは
弾性限界内での周期であり、弾性
限界を超えて塑性変形が起き始め
ると共振する振動の周期は長くな
ると考えられる。建物の被害は、
塑性化するときの等価周期で決ま
り、非線形モデルによるシミュ
レーションや模型実験の結果（図
表 7 参照）によっても確かめら
れている。周期が 1～2 秒の地震
動は、たとえ一回の振動であって
も、建物の塑性化を引き起こして
大きな被害を与えることがある。
従って、周期が 1～2 秒の地震動
は、「キラー・パルス」という呼称

　芦屋市（人口約 9 万人）では、
建物の全棟調査により、「芦屋市／
建築物の被害と復旧」5）として詳
細な記録を残している。芦屋市
域全建築物 15,421 棟のうち、全
壊は 4,722 棟、半壊は 4,062 棟と
なり、全・半壊率は 57％に達し
た。建物数としては、木造住宅が
圧倒的に多く、10,514 棟のうち約
70％が全壊または半壊の被害に
あった。木造住宅に次いで多い鉄
筋コンクリート造の建物も 2,577
棟のうち 20％強が全・半壊して
いる。
　地震被害を受けた建物は、建築
基準法が改正された 1981 年（昭

図表 6　複数の測定地点での地震動のスペクトル

提供：境有紀氏

図表 7　模型実験による結果

提供：境有紀氏
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図表 8　芦屋市における建築物の築年代別の被害状況

出典：参考文献 6

提供：境有紀氏

図表 9　兵庫県南部地震によるビルの層崩壊和 56 年）6 月以前に建てられた
住宅が多く、しかも築年数が古い
ものほど全・半壊が多くなってい
る（図表 8 参照）。市域のほぼ中
央を東西に縦断した震度 7 の帯上
に位置する地域では、全・半壊率
が 90％を超えた地域も存在する。
この地域では、人的被害も多く発
生した。
　柱が折れて上層階が落下する現
象は、「層崩壊」と呼ばれる。層
崩壊は、木造住宅だけではなく、
鉄骨造や鉄筋コンクリートのビル
でも起きた（図表 9 参照）。兵庫
県南部地震の発生時刻が午前 5 時
46 分と早朝であったため、ビル
の層崩壊による死傷者は少なかっ
たと考えられる。もし、地震が昼
に発生し、百貨店などの人の集ま
る商業ビルで層崩壊が起きれば、
多数の死傷者が出たことは想像に
難くない。
　境有紀氏たちの調査によれば、
東北地方太平洋沖地震の揺れに
よる建物の全壊・大破率はわず
か 0.47% である。しかし、国土交
通省国土技術政策総合研究所と

（独）建築研究所の合同チームの報
告3、4）によれば、層崩壊した建物
も存在し、建物によっては大きな
被害を受けた。図表 10（a）および
（b）は、交差点に面した鉄筋コン
クリート造の建物である。いずれ
も 1 階部分は店舗であり、耐力壁
の少ない「ピロティ」構造となっ
ていた。両者とも交差点に面した
隅柱のせん断破壊が原因で 1 階部
分が層崩壊を起こした。ただし、

1 階が柱だけのピロティ
住宅は、地震に耐えさえ
すれば流水圧を受けにく
く、津波の被害からはの
がれた例も報告されてい
る。図表 10（c）は大学の
校舎で、以前から耐震強
度の不足が指摘されてお
り、補強を計画している
段階での被災となった。
敷地内のすぐ隣の建物で
は、外見上の被害は全く
観測されなかった。図表
10（d）は、一部損壊とし
て最も多く観測された壁
被害の例である。
　前述のように、東北地
方太平洋沖地震では 0.5
秒以下の周期の地震動が
顕著であり、壁などの非
構造部材や室内被害が多
く発生した。また、天井
材や照明器具の落下、立
体駐車場のスロープの落
下などで、首都圏でも死
傷者が出た。住宅では瓦
がずれるなどの被害が発
生し、地盤の液状化によ
る被害も発生した。
　工場でも、天井材の脱落や内
装材などの被害が生じた。電子
部品工場のクリーン・ルームの
エクスパンション・ジョイント部
がはずれて、機密性の確保が維持
できなくなった例も報告されてい
る。工場では、建物だけでなく製
造装置の転倒など生産設備の損傷
によっても大きな経済的被害を受

けた。一社の工場被害が、サプラ
イチェーンを通じて産業界にも大
きな影響を与えた。例えば、ルネ
サスエレクトロニクス（株）の半導
体工場の操業停止は、世界の自動
車生産に大きな影響を与えた。こ
うした経済的な意味の被害まで防
ぐためには、産業界としては、災
害発生時にも事業活動を低下さ

yoshida
取り消し線

yoshida
引き出し線
気密性
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出典：参考文献 3 および 4

図表 10　東北地方太平洋沖地震による建物被害 せないハード面の「災害抵抗力」
と、事業活動を継続しつつ復旧を
早めるソフト面の「災害対応力」
を兼ね備えることが重要である。
事業者は、この 2 点を意識した

「事業継続計画（BCP：Business 
Continuity Plan）」 を 予 め 作 り、
実地訓練することが必要である。

　周期 1 秒以下の振動が顕著な地
震動は「短周期地震動」と呼ばれ、
周期 1～2 秒の振動が顕著な地震
動は「やや短周期地震動」と呼ば
れる。関東平野・濃尾平野・大阪
平野などの厚い堆積層地盤では、
周期が 2 秒以上の「長周期地震動」
が観測される場合もある。長周期
地震動に関しては、周期が 2～5
秒の場合を「やや長周期地震動」、
周期が 5 秒以上の場合を「長周期
地震動」として区別することもある。
　図表 11 は、過去の震度 6 弱以
上の地震による被害状況を文献 7
より抜粋し、周期が 1～2 秒の地
震動が多くの地点で観測された地
震を☆印で、一部の地域で観測
された地震を○印で記してある。

（2003 年の宮城県北部を震源とし
た地震では、消失した波形もあり、
周期が 1～2 秒の地震動があった
かどうかは不明）。図表 11 の☆印
と○印は建物の被害数と強い相関
があることがわかる。東北地方太

平洋沖地震では膨大な建物被害を
出したが、そのほとんどは津波に
よるもので、地震動によるものは
少ない。また、東北地方太平洋沖
地震の翌朝に発生した長野県・新
潟県県境付近を震源とする地震で
は、長野県栄村や新潟県十日町市
を中心に住宅に被害を及ぼした。
　図表 11 では、周期が 1～2 秒の
地震動が観測された地震に印を付
けたが、地震動の周期は、地震の
震源過程だけで決まらず、観測点
での地盤の状況や地震波の伝搬経
路に大きく左右される。図表 12
は、新潟県中越沖地震の時に、長
岡市小国町と柏崎市で観測された
弾性加速度応答である。小国町で
は周期が 1 秒以下の地震動が顕著
であるが、柏崎市では周期 2 秒あ
るいはそれ以上の周期の地震動が
顕著になっている。この様に、同
じ地震であっても、場所によって
地震動は異なる。従って、地震に
よる建物被害の軽減研究において

は、単に地震の研究だけではなく、
地震・地下構造・地盤・建築物を
含む総合的な研究が必要である。
　2008 年岩手・宮城内陸地震や
2009 年 の 駿 河 湾 を 震 源 と す る
地震では、観測地点のほとんど
では短周期地震動であったが、
K–NET 古川や K–NET 鳴子など
の特定の観測地点では周期が 1～
2 秒の「やや短期地震動」や周期
2 秒以上の「長期地震動」が観測
されている（図表 13）。この 2 つ
の地震による建物被害調査の結果
をまとめたのが図表 14 である。
いずれの地震でも、瓦屋根の被害
を除き、調査域内では全壊や大破
といった大きな建物被害はなかっ
た。ただし、岩手・宮城内陸地震
は、全体として 176 棟の全・半壊
被害と 23 名の死者・行方不明者
を出し、一関西観測点（岩手県一
関市厳美町）では、4,022 ガルとい
うそれまでの観測史上最大の地震
加速度が記録された。

4 過去の地震における建物被害
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　建物に全壊や半壊の被害を与え
るとされてきた最大震度 6 弱以上
の地震は、年に 1.3 回程度の頻度
で起きている。しかし、被害率と
いう観点から見れば、ほとんどの
地震では、明らかに想定より被害
は小さい。むしろ、兵庫県南部地
震は、例外的な存在と言えよう。
このことは、震度という単一の指
標では、地震による建物被害を語
れないことを如実に物語っている
ものと思える。

出典：参考文献 7，8 および境有紀氏講演

図表 11　過去の震度 6 弱以上の地震による被害状況。
☆印および○印は、それぞれ周期 1～2 秒の地震動が顕著に観測された地震と一部の地域で観測された地震。

提供：境有紀氏

図表 12　新潟県中越沖地震のスペクトル
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提供：境有紀氏

図表 13　岩手・宮城内陸地震と駿河湾を震源とする地震のスペクトル
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　現行の日本の気象庁震度階は、
0 から 4 までと、5 弱、5 強、6 弱、
6 強、そして震度 7 と合計 10 段
階で与えられる。1996 年までは 0
から 7 までの 8 段階であったが、
兵庫県南部地震の時に、震度 5 お
よび震度 6 の地域での被害状況の
幅が広かったことから、その後、
それぞれに強弱の震度階が新たに
設けられた。震度とは、加速度や

振幅といった明確な物理量ではな
く、揺れの振幅や周期あるいは
継続時間といった要素が複雑に絡
み合う量であり、1995 年以前は、
被害状況や体感によって決められ
ていた。近年になって地震計の記
録波形に数値処理を施すことに
よって、自動的に機械判定するこ
とが可能となり、1996 年以降は、
この計測震度が用いられている。

例えば、震度 4 とは計測震度が 3.5
以上 4.5 未満、震度 5 弱とは計測
震度が 4.5 以上 5.0 未満、震度 5
強とは計測震度が 5.0 以上 5.5 未
満を意味している。
　計測震度によって震度が自動判
定できるようになり、現在では、
地震発生から 1～2 分程度で各地
の震度がテレビやラジオで報道さ
れるようになった。現時点では日

提供：境有紀氏

図表 14　2 つの地震での建物被害の調査結果

5 震度と建物被害との関係
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本だけが持つ画期的な速報システ
ムである。その一方で、人体感覚
に依拠してきた旧震度と現行の計
測震度との間の連続性に対しての
疑問も出ている。気象庁資料によ
ると、1988～1994 年に起きた実
際の地震に対して旧震度と計測震
度とが少なくとも旧震度 6 の範囲
までよく一致することが示されて
いる。しかし、1995 年以降につ
いては、震度 6 強を超える強震動
の範囲で旧震度と計測震度との一
致は保証されておらず、その不一
致がその後の震度と建物被害率と
の乖離の 1 つの原因となっている
可能性がある。
　気象庁が計測震度を取り入れ
た 1996 年以降、計測震度 6 弱以
上の出現頻度が、旧震度 6 以上に
比べて飛躍的に増加した9、10）。図
表 15 から、地震の発生頻度自体
は大きく変化していないが、震度
6 弱以上を記録した地震の回数が
1996 年頃を境に、発生率にして
およそ 15 倍と大きく増加してい
る様子がわかる。この理由は、旧
震度評価が行なわれていた観測拠
点数に比べて計測震度計の設置点
数がはるかに増加し、それによっ
て最大震度の観測漏れがほぼ無く
なったせいであろうと説明されて
きた。これは一見、合理的な解釈
にも思えるが、15 倍にも及ぶ発

生率の違いを説明
しきれるかどうか
は不確かである。
この発生率の違い
の一部は、計測震
度と旧震度との間
に生じたずれに起
因している可能性
は否定できない。
　境有紀氏は、計
測震度とは別に、震
度に応じてフィル
ターの周波数帯域
を変えた別の指標
を提案している11）。
震度 6 弱以上の地
震に関して、被害
率との乖離が度々生じるとなれば、
指標としての震度の意義が問われ
かねない。現行の計測震度を変え
ることに慎重であるべきとするな
らば、建物の構造体被害に焦点を
あてた別指標を用意することも考
慮すべき案と言えよう。
　地震動の多くは、周期が 1 秒以
下の短周期であり、1～2 秒の周
期が観測される「やや短周期地震
動」は必ずしも多く発生するわけ
ではない。しかも、地震動の周期
は、地盤構造や伝搬経路に依存す
る。今回の東北地方太平洋沖地震
で震度 6 強や震度 7 となったにも
拘わらずほとんどの住宅が倒壊し

なかったという経験により、多く
の人が、その程度の地震では自
宅は倒壊しないと思い込むかも
知れない。しかし、それは誤りで
あり、そういった思い込みは危険
である。震度が大きくかつ周期 1
～2 秒の地震動を伴う地震の場合
には、阪神・淡路大震災の時のよ
うな大きい建物被害が発生する可
能性があることを忘れてはならな
い。特に住宅などの中・低層建
物に対しては、周期 1～2 秒の地
震動を想定した耐震対策が重要で
あることを指摘したい。

出典：参考文献 10

図表 15　震度 6 以上の地震の積算回数

　東北地方太平洋沖地震では、震
源から遠い東京でも震度 5 弱を観
測し、都心の超高層ビルも長時間
にわたって大きく揺れた。建築基
準法には「超高層建物」という言
葉はないが、同法第 20 条第 1 号
に規定する 60 m を超える建物の
ことを「超高層建物」と呼ぶこと
が多い。高さ 60 m を超える建物
については、決められた地震波形
を用いて動的に解析（時刻歴応答

解析）し、耐震基準を満たすこと
が義務づけられている。
　建物の耐震構造は、大きく分け
て次の 3 種類が存在する。

（a）構造体の強度を増して地震に
耐える力を与える狭義の耐
震構造

（b）エネルギーの吸収機構によっ
て振動を抑制する制震構造

（c）積層ゴムやすべり支承などを
用いて上階への地震力を受

けにくくする免震構造
　一般家屋では、構造壁や筋交い
などを用いて耐震性能を高めるこ
とが多いが、超高層建物では変形
を抑制または制御する制震構造や
免震構造が用いられる。
　低層建物の固有周期は 0.5 秒以
下だが、高層建物の固有周期は 1
～2 秒、超高層建物になると固有
周期は 2～6 秒程度となる。一般
的には、高層であればあるほど建

6 超高層建物と免震・制震方法
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物の固有周期は長くなって、地震
動の卓越周期との差が大きくな
り、その結果、建物に伝わる力や
加速度は小さくなる（図表 16 左
図）。ところが、建物の揺れの振
幅、即ち変形は、超高層建物にな
れば逆に大きくなる（図表 16 右
図）。制震構造では、地震のエネ
ルギーをダンパーに吸収させるこ
とによって、建物に加わる力を小
さくして、同時に建物の変形を抑
えることができる。一方、免震構
造では、積層ゴムなどを用いて等
価的に建物の共振周期を長くする
ことによって、建物に伝わる力を
小さくすることができる。
　制震構造にはいくつかの種類が
あり、典型的には次の 3 種類に分
類される。

（a）層間ダンパー型制震構造：建
物の上層の床と下層の天井

（または床）とをダンパーを
用いて連結し、ダンパーに
エネルギーを吸収させて建
物の損傷を防ぐ。ダンパー
には、図表 17 に示したオイ
ルダンパーや金属の塑性化
を利用した低降伏点鋼ダン
パーなどがある。

（b）マスダンパー型制震構造：建
物の最上部に「おもり」を
設置し、建物の上層部を揺

れにくくする。
この場合も、お
もりと建物とを
ダンパーで連結
し、エネルギー
を吸収させる。
場合により、ア
クチュエータな
どで連結し、建
物が揺れる方向
と逆方向に力を
加えてアクティ
ブ制御すること
もある。

（c） 連 結 型 制 震 構
造：建物の構造
を複数に分割し
た 上 で、 ダ ン
パーで連結して
揺れを抑える。
連結制震ブリッ
ジで複数の棟を
つなぐ晴海アイ
ランド・トリト
ンスクェアや、
中心部に心柱構
造を設けて本体
とダンパーでつ
なぐ東京スカイ
ツリーがある。

　一方、免震構造は、
建物の基礎の部分に

提供：境茂樹氏

図表 16　建物に加わる力と変形

提供：境茂樹氏

図表 17　層間ダンパーの種類

図表 18　免震建物用の構造部材

提供：境茂樹氏
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図表 18 のような積層ゴムや鋼材
ダンパーを入れて、地震動が建物
に直接伝わらないようにした構
造である。免震構造部分を含む
建物の固有周期を長くすること
によって地震動は建物に入り難く
なる（図表 16 参照）。固有周期が
長くなると、建物内部に掛かる力
は小さくなるが、逆に変形は大き
くなる。この変形を積層ゴムや鋼
材ダンパーなどに集中させて、建
物上部に被害が出ないようにして
いる。ただ、風圧の影響が大きい
超高層建物では、風による建物の
揺れが大きくなる可能性があるの
で、免震機構の設置には十分な注
意が必要である。また、床や建物
が地面と異なる動きをするので、
出入り口や建物周囲で地面との
ジョイント部に十分配慮を払う必
要がある。
　図表 19 は、免震構造の超高層
建物で観測された東北地方太平洋
沖地震の地震動を示している。基
礎上・1 階・21 階の 3 箇所で観測
しており、それぞれ 3 種類の波形
は、上 2 つが水平方向、下 1 つが
垂直方向の地震動である。基礎
上と 1 階の水平方向の地震動に
は大きな違いが見られる。1 階で
観測された加速度は、基礎上で観
測された加速度の約 1/3 になっ
ており、免震機構が有効に働い

ていることが
わかる。しか
し、垂直の地
震動は減衰し
ておらず、一
般的な免震構
造は垂直方向
に は 働 か な
い。免震機構
が無い場合の
この建物の揺
れ は 測 定 で
きないのでシミュレーションに頼
るしかないが、下層階の揺れは約
320 cm/s2 か ら 約 100 cm/s2 に、
上層階の揺れは約 280 cm/s2 から
約 160 cm/s2 に低減されていると
いう結果が得られた。また、層間
変形角（各層での変形を柱の長さ
で割った値）は、免震構造でない
場合には中層階では 1/200 近くに
達するが、免震構造の場合にはど
の階でも 1/1000 以下に抑えられ
ていることもわかった。層間変形
角が 1/200 以上になると、壁に亀
裂が生じ始めると言われており、
免震構造では層間変形角を抑える
効果がはっきりと確認された。実
際にこの建物では、壁や柱面のひ
びなどの被害や家具の転倒などの
被害も報告されていない。
　制震建物や免震建物は、どちら
の場合もダンパーや積層ゴムに地

震力や変形を集中させて、建物全
体を守っている。従って、ダンパー
や積層ゴムの強度や繰り返し耐力
が問題となる。東北地方太平洋沖
地震後には、残留変位が生じてい
る鋼材系ダンパーや亀裂の入った
鉛ダンパー、そしてボルトの緩み
などが確認できた。このような状
況では、制震や免震の効果は以前
より低下している恐れがあり、早
急な修理や交換が必要な場合もあ
る。特に、強い余震を伴う地震の
場合には致命的ともなりかねない
ことから、地震直後の応急点検は
重要である。現時点では、繰り返
し振動による健全性評価や地震後
の残余耐力の評価基準や評価方法
が明確になっておらず、今後の重
要な課題である。
　また、東北地方太平洋沖地震
は、首都圏の超高層ビルが長時間

提供：境茂樹氏

図表 19　免震構造の超高層建物で観測された東日本太平洋沖地震の地震動

出典：参考文献 2

図表 20　東北地方太平洋沖地震余震の新宿における地震動
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1）　（独）防災科学技術研究所ホームページ：http://www.hinet.bosai.go.jp/about_earthquake/sec9.5.html
2）　（独）防災科学技術研究所 K–NET：http://www.k-net.bosai.go.jp/k-net/gk/overview.html
3）　平成 23 年東北地方太平洋沖地震による建築物被害第一次調査（速報）：二本松市、郡山市、福島市における RC 造、

鉄骨造及び非構造部材を中心とした被害：http://www.nilim.go.jp/lab/bbg/saigai/h23tohoku/110314kentiku.pdf

にわたって大きく揺れた初めての
事例となった。新宿の超高層ビル
群は、約 13 分間にわたり、最大
で 108 cm の振幅で揺れた。この
様子は、ビデオに撮影され動画投
稿サイトで見ることができる。首
都圏では、「長周期地震動」を伴
う余震も観測され、図表 20 は、3
月 12 日の午前 3 時 59 分に起きた
余震の新宿における地震動であ
る。この余震では、地震動加速度
自体はあまり大きくはなかったが、
図表 20 の 65 秒から 110 秒までの
時間で、約 5.6 秒周期の「長周期
地震動」が明確に観測されている。
　日本で、「長周期地震動」が注

目されるようになったきっかけ
は、2003 年十勝沖地震の時に、
苫小牧市のコンビナートでスロッ
シング（タンク内で石油が共振す
る現象）で溢れた石油による火
災であった。2004 年新潟県中越
地震や 2007 年新潟県中越沖地震
では、首都圏での「長周期地震
動」によって、超高層ビルのエレ
ベーターの損傷やトラブルが発生
した。また、1964 年の新潟地震
の時の新潟市での石油タンク火災
も、当初は地盤の液状化によるス
ロッシングが原因と考えられてい
たが、現在では、「長周期地震動」
が原因と考えられている。

　1967 年完成の霞ヶ関ビルを嚆
矢とした日本の超高層建物は、今
回の大地震に遭遇するまで大きな
震災に見舞われる経験を持ってい
なかった。しかもこうした超高層
建物は、東京（首都圏）・大阪・
名古屋に多く存在し、長周期地震
動が起きやすい堆積層地盤上にあ
る。長周期地震動と超高層建物
の組み合わせは、地震災害研究に
とっても未知の領域と言えよう。
今回の経験を踏まえた上で将来の
被災軽減を図ることは、今後の研
究課題の中でも重要な位置づけに
ある。

　本稿では、東日本大震災（東北
地方太平洋沖地震）の被害の様相
を、阪神・淡路大震災（兵庫県南
部地震）と比較し、その違いを明
らかにすることにより、今後の地
震防災への教訓を読み取る事を目
的とした。
　東北地方太平洋沖地震は、マグ
ニチュードも大きく、震度 6 弱以
上の地域も広範囲に及ぶ巨大地震
であったが、それにも拘わらず、
兵庫県南部地震に比べて、揺れに
よる建物の被害率は小さかった。
この理由は、地震動の振動周期の
違いによって説明できる。東北地
方太平洋沖地震では、周期 1 秒以
下の「短周期地震動」が顕著であ
り、周期 1～2 秒の「やや短周期
地震動」の割合が低かった。「短

周期地震動」は、人体には大きく
感じられ、建物の壁材や天井材な
どに被害をもたらすものの、建物
の全壊や半壊といった構造被害へ
の影響は少ない。一方、兵庫県南
部地震では、「やや短周期地震動」
が卓越し、多くの建物倒壊の原因
となった。
　また、東北地方太平洋沖地震お
よびその余震では、首都圏で「長
周期地震動」が観測され、超高層
ビルが大きく揺れた。今回の地震
では、免震・制震装置に一定の効
果は見られたが、長周期地震動に
対する安全性は未知の領域であ
り、今後検討すべき課題は多い。
　周期 1～2 秒の「やや短周期地
震動」、そして、周期 2 秒を超え
る「長周期地震動」、これらがも

たらす被害の対象や様相は、それ
ぞれに全く異なる。こうした周波
数帯に依存する影響の相違は、被
害の様相をますます多様化させる
ことになる。東日本大震災で地震
動による建物被害が小さかったこ
とは、ある意味の僥倖であり、将
来、同程度の震度に見舞われた時、
必ずしも今回と同様の被害様相と
なるわけではないことを考慮すべ
きである。予測震度に基づく地震
防災計画は、あくまでもひとつの
目安であり、気象庁震度階という
一指標だけでは全ての被災状況が
把握しきれない場面をも想定しな
ければならない。
　最後に、講演や資料提供をして
頂いた境有紀氏と境茂樹氏に感謝
を申し上げます。
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宇宙からの災害リスクを
低減する宇宙状況認識

　近年、宇宙環境に起因する災害
リスクへの関心が高まっている。
　各分野の専門家がそれぞれ宇宙
環境を監視するだけでなく、広く
一般にも宇宙環境がもたらす災害
リスクの発生確率や防護対策など
を周知していく活動が世界的に重
視されるようになってきた。こ
のような活動を「宇宙状況認識」

（SSA=Space Situational Aware-
ness）という。SSA は「宇宙環境
監視」と訳されることがあるが、

「宇宙状況認識」には監視した結

辻野　照久
客員研究官

果を一般向けに周知する活動とい
う意味があり、本稿では「宇宙状
況認識」を用いる。
　地上に災害をもたらす危険性が
ある宇宙からの災害リスク（以下

「宇宙環境リスク」という。）は 3
種類に大別できる。①「宇宙デブ
リ」（地球を高速で周回する人工
衛星やその残骸の衝突・落下によ
る実用衛星や地上への悪影響）、
②「宇宙天気」（太陽活動に起因
する磁気嵐や太陽風などが軌道上
の衛星や地上インフラに対して及

ぼす悪影響）、③「地球近傍天体」
（地球軌道と交差する楕円形の太
陽公転軌道を周回する小惑星や彗
星などが地球と衝突する危険性）
の 3 つである。
　本稿では「宇宙状況認識」活動
の主な対象となる「宇宙デブリ」、

「宇宙天気」および「地球近傍天
体」について、想定されるリスク
と対応方策の研究動向について述
べる。

　宇宙環境および変動監視につい
ては、本誌 2004 年 10 月号におい
て、太陽活動に伴う地球近傍の宇
宙天気の悪化による衛星への悪影
響や宇宙デブリの危険性および観
測・防御・低減などの対策、さら
に地球近傍小惑星の衝突の可能性
などの概要を示した1）。以下は主
にその後の状況変化を踏まえ、地
上に災害をもたらす危険性がある
宇宙環境リスクのそれぞれの状況
と危険性について述べる。

2-1

宇宙デブリのリスク

（1）宇宙デブリの状況

　2012 年 1 月 9 日付の「Satellite 
Situation Report」2）によれば、2011
年末現在の軌道上物体の登録数は
38,044 個 で、 そ の う ち 21,723 個
は既に消失している。特に数の
多いロシア・米国・欧州宇宙機
関・フランス・日本・中国・イン

ドの物体数を図表 1 に示す。この
ようにカタログ化されている宇宙
飛行物体は概ね 10 cm 以上の大
きさである。それ以下の大きさの
微小な宇宙デブリの数は数十万個
にも及ぶと見られ、秒速 8 km 近
い高速で地球を周回しているため
1 cm 程度の物体であっても衝突
すれば大きな衝撃を与える危険性
がある。
　NASA が 2010 年に行った調査
によれば、宇宙開発が開始され
てから実施された 4700 件以上の

1 はじめに

2 宇宙環境リスクとは
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図表 1　2011 年末の軌道上物体登録数

出典：参考資料2）を元に科学技術動向研究センターにて作成
＊（R+D）/S は軌道上物体に占めるペイロード以外の物体の割合を表す。

宇宙ミッションのうち、10 件の
ミッションで発生した宇宙デブ
リが、カタログ化された全デブリ
数の 1/3 を占めているという。デ
ブリを最も多く発生させたミッ
ションは、中国の気象衛星「風
雲 1C（FY–1C）」（国際標識番号
1999–025A）で、2007 年 1 月 11 日
の衛星破壊実験により 2011 年 6
月までに 3,217 個のデブリが発生
し、2012 年 1 月時点でそのうち
3,078 個が軌道上に留まっている。
これは、軌道上にあるペイロード
以外の飛行物体のうち約 24％を
占める。過去に打ち上げた衛星数
が非常に多いロシアと米国の方が
中国よりデブリ数が多いことは当
然であるが、中国はたった 1 機の
衛星を破壊することでこれほどの
デブリ増加をもたらしたことは異
例の事態であると言える。
　軌道上のロケット機体の数を R、
衛星由来のデブリ（運用終了した
ペイロードも宇宙デブリと呼ば
れる場合があるがここでは除く。）
の数を D、軌道上物体の合計を S
としたとき、（R+D）/S が軌道上
物体に占めるペイロード以外の物
体の割合を示す。中国は衛星破壊
実験で生じたデブリが非常に多い
ためにこの割合が約 97% であり、
極めて高い。これに対し、欧州宇
宙機関（ESA）や日本のデブリの
割合は世界平均より相当低い。米
国・ロシア・フランス・インドな
どは世界平均程度である。なお、
ロケット機体は衛星打上げに伴っ
て必ず発生するものであり、ペイ
ロードの増加に伴って増加するこ
とは現時点ではやむをえない。ロ
ケット機体の処置も含め、宇宙デ
ブリの発生を抑制し、安全に消滅
させることは宇宙活動を行う各国
に共通する今後の課題である。

（2）危険性の高い宇宙デブリの
事例

a）衛星破壊実験による大量の宇
宙デブリ発生

　2007 年 1 月 11 日に中国はミサ
イルにより気象衛星「風雲 1C」

（運用終了）の破壊実験を行った。
ミサイル発射を行った人民解放
軍（PLA）は、衛星が跡形もな
く消滅すると考えて爆破を試みた
と思われる。しかし、実際には軌
道上の飛行物体数を激増させただ
けで、消滅した破片はほとんどな
かった。高度 800 km 近辺の極軌
道には各国の地球観測衛星が多数
周回しており、この衛星から生じ
た宇宙デブリと衝突する危険性が
高まったことから、他国の宇宙機
関から非難されている。

b）原子炉衛星の落下と残存状況
　1978 年 1 月 24 日、旧ソ連の海
洋監視用レーダ衛星「コスモス
954」がカナダ北西部の雪原に落
下した。人的被害はなかったが、
搭載されていた電源用原子炉の放
射性物質が付着した部品が多数飛
散し、カナダ政府は回収および除
染に当時で約 5 億円の費用を要し
た。そのような被害に対し旧ソ連
はカナダに約 1 億円を賠償した。
同型の原子炉搭載衛星はソ連崩壊

直前の 1988 年までに合計 37 機打
ち上げられており、消失した衛星
は 5 機しかなく、32 機が依然と
して周回を続けている。米国もプ
ルトニウムを燃料とする原子力電
池を搭載した衛星を多数打ち上げ
ており、一部は惑星探査機で地球
と遠く離れているが、現在も地球
を周回しているものが多数ある。
いずれも当分落下することはない
と言われているが、監視し続ける
必要はある。

c）運用終了した大型衛星の落下
　原子炉を搭載していない場合で
も制御不能な大型衛星の落下は大
きな災害につながる危険性があ
る。図表 2 に示すように 2011 年
9 月以降、使命を終えた大型衛星
の落下が相次ぎ、宇宙から大きな
部品が高速で地上に落ちてくると
いう危険な状況が相次いだ3）。特
に宇宙デブリ対策が十分でなかっ
た 1990 年代以前に打ち上げられ
た大型衛星は落下時のリスクが高
く、今後は米国の X 線天文衛星

「RXTE」の落下が 2014 年以降と
予想されている。図表 2 に最近の
大型衛星の落下例と今後の予想を
示す。
　このような宇宙からの落下物に
よる災害リスクは、宇宙活動活発

注　欧州のロケットは ESAが開発してフランス企業が打ち上げているため、ESAの衛星に限り ESAのロケット
とみなし、ESAが関係しない衛星はフランスのロケットとみなしている。

 

  

 
 R 

D 
S 

(R+D)/S*
  

 
 

 1112 653 3111 4876 77.2% 794 612 4052 5458 10334
 1457 985 3674 6116 76.2% 2468 2729 8958 14155 20271

ESA  48 6 38 92 47.8% 9 7 15 31 123
 55 129 308 492 88.8% 8 62 607 677 1169

 128 43 35 206 37.9% 28 57 140 225 431
 120 66 3430 3616 96.7% 57 90 556 703 4319
 50 15 114 179 72.0% 9 10 267 286 465
 630 31 83 744 16.0% 61 11 116 188 932

 3600 1928 10793 16321 78.0% 3434 3578 14711 21723 38044
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図表 2　最近の大型衛星の落下と今後の落下可能性

出典：各種資料を元に科学技術動向研究センターにて作成

図表 3　衛星破壊や衝突で急増する宇宙デブリの状況

出典：Satellite Situation Report 2006 年～2012 年の毎年 1 月のデータから
科学技術動向研究センターにて作成

化の負の側面であり、宇宙活動を
行う国の責任として、安全性に対
する取組みを真摯に行うことが国
際的に求められている。特に、衛
星の落下により他国に災害を及ぼ
した国は、宇宙条約により賠償責
任を負うことを忘れてはならない。

d）宇宙空間での衛星衝突
　衛星や宇宙デブリの数が増えて
いくと、宇宙飛行物体同士の衝突
の可能性も高まる。なかでも運用
中の衛星が衝突により破壊されれ
ば、地上での活動にも重大な支障
を及ぼす。運用中の衛星同士の
衝突事故はこれまでには発生し
ていないが、一方が運用中の衛星
であったケースとして、2009 年
2 月 10 日に米イリジウム・サテ
ライト社の通信衛星「イリジウム
33」とロシアの運用終了した軍事
衛星「コスモス 2251」がシベリア
上空で側面衝突した事故がある。
　衛星同士の衝突を事前に予測す
ることは困難で、完全に防護しよ
うとすると衝突予測計算に膨大な
時間と費用がかかる。イリジウム
社の場合は、代替衛星を打ち上げ
た方が費用的に安くなると割り
切って、衝突予測を行っていな
かった。また、同社の通信衛星は
66 機以上で運用されているため、
1 機を喪失しても予備機の利用な
どにより通信サービスへの影響は
少なかったとみられる。

（3）宇宙デブリが増え続けた場合
のリスク

　近年の宇宙デブリの増加傾向
を図表 3 に示す。このグラフは
Satellite Situation Report 2006
年～2012 年 の 毎 年 1 月 の 米 国・
ロシア・中国・その他の国のそれ
ぞれの宇宙デブリ数を積み上げた
ものである。2007 年の衛星破壊
実験による中国の宇宙デブリ数の
急増、2009 年の衛星衝突による
米ロの宇宙デブリ数の急増がはっ
きりとわかる。これまでのような

ペースで宇宙デブリが増え続けれ
ば、いずれ宇宙デブリ同士の衝突
によってさらに宇宙デブリが増加
するという時期を迎える。
　全米科学アカデミー（NAS）の
全米研究会議（NRC）は、NASA
に対し、宇宙デブリに対する戦略
計画を立てデブリ除去や危険性軽
減のための対策を講じるべきであ
ると提言した報告書を、2011 年 9
月に発表した。NRC は、NASA
が取るべき具体的な対策案とし
て、宇宙機の不具合情報の記録・
分析・報告・共有を提案するとと
もに、宇宙デブリに関する一般公
開討論も行い、長期的な社会問題
とみなして取り組むべきであると
している。

2-2

宇宙天気のリスク

（1）宇宙天気と宇宙天気予報

　地球の周囲は静穏な環境ではな
く、粒子や放射線が飛び交い、電
磁気が作用し、激しく変化する空
間である。地上では大気に守られ
てこのような危険が大幅に緩和さ
れているものの、人類の生活に全
く影響がないとは言えない。この
ようにさまざまに変化する地球周
辺の状況を「宇宙天気」と呼んで
いる。
　宇宙天気の指標となるものは、
主に太陽風の速度やプラズマの量
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 ROSAT 1990  2011 10 23   
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 RXTE 1995  2014 2023   
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である。太陽風に含まれるプラズ
マ電荷が地球磁気圏と反応して極
域にオーロラが発生したり、電位
差が生じたりする。以前は地上で
モニタリング可能な地磁気や電離
層の状況の観測を行うことが中心
であった1）が、近年、宇宙科学衛星
による太陽観測が可能になり、数
時間後から数日後まで先の太陽活
動を予測できるようになってきた。
　宇宙天気予報とは、このような
太陽の活動や宇宙環境の変動を観
測して、宇宙天気を予測し、研究
機関から一般に向けて通報する活
動を言う。

（2）宇宙天気の変動による地上へ
の悪影響

　宇宙天気を大きく左右する太
陽の活動は 2013 年に極大期を迎
えると予測されてきたが、既に
2012 年早々から大規模な太陽フ
レアの警報が出されるなど注意が
必要な時期に入っている。宇宙天
気が最も悪い時には、宇宙空間で
運用中の人工衛星の太陽電池パネ
ルを損傷させたり、衛星内部の電
子回路に障害を及ぼす恐れが高く
なる。また、送電線など地上の施
設への電磁的な影響が出ることも
ある。
　太陽フレア（太陽表面の爆発現
象）による衛星への影響として
は、2006 年に欧州宇宙機関の多

数の衛星において観測機器が電源
オフになったという事例がある。
通信放送衛星・地球観測衛星・航
行測位衛星などの実用衛星の場合
は、衛星の機能停止が地上の社会
インフラへの影響に直結する。
　2012 年 3 月 6 日 に 最 近 5 年 間
で最大規模の太陽フレアが発生
し、米海洋大気庁（NOAA）は
衛星や電波通信などに影響を与え
る可能性があるとの予報を出した。

2-3

地球近傍天体のリスク

（1）地球近傍天体の状況

　地球近傍天体（NEO=Near Earth 
Objects）とは、主に地球の公転
軌道と交差するような楕円軌道を
飛行する地球近傍小惑星（NEA= 
Near Earth Asteroid）、彗星（Comet）、
他 の 惑 星 か ら 飛 来 す る 隕 石

（Meteoroid）などの総称である。
火星と木星の間に多数存在する小
惑星の中で、地球軌道に接近する
ことがある NEA は数万個あると
されている。地球との衝突には至
らないが、月程度の距離で地球付
近を通過する可能性がある小惑星
の把握に関しては各国でそれぞれ
行っている。
　2011 年 11 月に月までの距離の

5 分の 4 に相当する地球上空を直
径 400 m の NEA が通過した。こ
の規模の小惑星接近は 30 年前に
もあり、次に予想される同規模の
NEA 通過は NASA によれば 2028
年頃であると予測されている。
　地球の大気圏に突入して燃え尽
きるような、より小型の NEA は
非常に多く存在する。最近では
小 惑 星「2012 BX34」 が 2012 年
1 月 27 日に地球から約 59,000 km
の距離を通過したことが観測され
ている。これは地球へのニアミス
の一例である。
　さらに小型の隕石はしばしば地
球に落下している。2012 年 1 月
にはモロッコに火星の一部と見ら
れる隕石が落下し、アリゾナ大学
などが高額で買い取ったという。

（2）NEO衝突の危険性

　比較的大型の NEO が万一地球
と衝突すれば、地球環境に大きな
変化をもたらす。恐竜の絶滅は大
型の NEA が地球に衝突したため
という説が有力である。このよう
な衝突の発生頻度は非常に低い
が、地球の生物への被害は甚大で
ある。衝突のリスクをいち早く
知るためには、NEO を観測し軌
道データを蓄積していく必要があ
る。NEO 衝突の恐れがある場合
はその天体の軌道を変える対策も
検討されている。

動規範」（CoC＝Code of Conduct）
が国際協力枠組みとなるものであ
り、その枠組みの下で宇宙状況
認識の活動を米国・欧州・ロシ
ア・日本・中国・インドなどの宇
宙先進国が協調して推進すること
によって現状からの改善が図られ
る。宇宙天気や地球近傍天体など
自然由来の宇宙環境リスクに関し
ては国際的に共同観測や情報共有

　宇宙環境リスクを低減するた
め、主要な宇宙開発国は宇宙状況
認識（SSA）に関して政策を打ち
出しはじめている。欧米の宇宙関
係者の間で SSA に対する関心が
高まったきっかけは、2007 年に
中国が行ったミサイルによる衛星
破壊実験である。
　人工的な宇宙環境リスクの低減
については、欧州が提唱する「行

を行っていくことで対処能力が高
まる。
　米国と日本は前記の 3 種類の
リスクについて、異なる組織に
分かれて観測や検討がなされて
いるが、現在のところ政策的には
SSA の対象は宇宙デブリだけで
ある。欧州は宇宙デブリと宇宙天
気を合わせて SSA プログラムを
予算化しており、地球近傍天体に

3 宇宙状況認識に関する各国の政策
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（2）EUの取組み

　欧州連合（EU）と ESA は定期
的に宇宙理事会（合同閣僚級理事
会）を開催しており、2010 年 11
月の第 7 回宇宙理事会では、欧州
の宇宙資産保護のため、SSA に
関する対応能力を確立する必要性
があるとの認識が示された。
　2011 年 3 月、欧州委員会（EC）
は EU の宇宙プログラム全体に対
する欧州域内の認知度を調べるア
ンケートを行い、この中で SSA
については 18 項目の質問を設定
した。27 カ国 608 人から回答が
あった。まず、太陽フレアや宇宙
デブリによる衛星障害について認
識がある人は約 97% にものぼっ
た。そのような現象が影響を受け
る分野について 5 段階評価（最も
影響が大きいという評価を 5 点と
する）で 4 点以上とする回答者の
割合が多かったのは、航空機・自
動車用航行測位システム（73%）
や天気予報や地球観測衛星（69%）
などであった。また 57% の回答
者が、EU 自身で SSA の対策機
能を保有すべきであると回答した。
　一方 EU は、世界各国の宇宙
活動の秩序を保つため、多国間
の協力枠組みである「宇宙活動
の国際行動規範」（CoC＝Code of 
Conduct）を提唱し、宇宙の安全
に係わる諸問題について米国・ロ
シア・日本など欧州外の主要宇宙
開発国の支持を取り付け、この行
動規範を世界の共通認識としよう
としている。米国とオーストラリ
アは既にこのような取組への参加
を表明しており、日本も 2012 年
1 月 25 日に玄葉光一郎外相が EU
主導の行動規範の策定作業に参加
する方針を表明した。宇宙開発利
用の国際ルールを策定し各国が協
調して実施することは、人工物由
来の宇宙環境リスクの低減に寄与
するものと考えられる。

（3）欧州各国の取組み

　欧州の宇宙活動の特徴は、1 つ

ついてはまだ SSA 政策に統合化
されていない。中国は 2011 年宇
宙白書4）で初めて 3 種類の宇宙環
境リスクに取り組むことについて
言及した。いずれの主要国も今後
は 3 種類のリスクへの対処方策を
総合的に構築し、国際的な協調を
行っていくべきであろう。以下に
各国・地域の SSA 取組み状況を
それぞれ示す。

3-1

欧州における SSA政策

（1）欧州宇宙機関の SSA プログ
ラム

　欧州では、欧州 19 カ国（2012
年にルーマニアが 19 番目に加盟）
と準加盟国カナダが参加する欧州
宇宙機関（ESA）が、ロケット・
衛星の開発や有人宇宙飛行といっ
た主要な宇宙活動に横並びするプ
ログラムとして、「宇宙状況認識

（SSA）」を 2009 年から予算項目
に掲げて宇宙デブリ対策と宇宙天
気予報を推進している。予算規模
としては、準備期間に当たる 3 年
間で 2009 年の 900 万ユーロから
スタートし、2010 年は約 1,000 万
ユーロ、2011 年は約 1,600 万ユー
ロと着実に増加させてきた。しか
し 2012 年予算5）では 1,540 万ユー
ロに減少し、準備プログラム後の
本格的な活動開始の初年度として
は控え目な額となっている。
　現在までに、静止軌道の宇宙デ
ブリ観測用の望遠鏡をスペインに
設置し、また宇宙天気観測の欧州
ネットワークを立ち上げており、
将来の SSA 活動に活用されるも
のとみられる。
　ESA では地球近傍天体に関し
て は 今 の と こ ろ SSA と は 別 の
ものとして扱っているが、地上
ベースの施設やデータ配信などを
SSA と連携させていくことが提
案されている6）。

の国ではできないような大型プロ
ジェクトを複数の加盟国の資金拠
出によって ESA が実施する一方
で、加盟各国は自国の宇宙機関が
独自の国内宇宙プログラムを実施
するという重層構造になっている
ことである。加盟各国は従来から
SSA に関連する取組みを独自に
行ってきたが、各国間の協力を行
うことはなかった。
　各国独自の取組みの例として
は、宇宙飛行物体を追跡するため、
フランスの宇宙機関であるフラン
ス国立宇宙研究センター（CNES）
が運営する ROSACE（静止軌道観
測用光学望遠鏡）および TAROT

（高速追尾型望遠鏡）、ドイツの
TIRA（FGAN レーダ）、ノルウェー
の Globus（宇宙監視レーダ）、ス
ウェーデンの EISCAT（宇宙監
視レーダ）などの設備が設置さ
れ、宇宙デブリの観測が行われて
いる。またフランス国立航空宇宙
研究所（ONERA）が開発したレー
ダネットワークを仏空軍が宇宙デ
ブリ観測用として運用している。
　今後各国は自国の設備の維持と
ESA への拠出を二重に負担するの
ではなく、ESA に拠出した資金に
よって全体的にバランスのとれた
欧州全体の SSA 関連施設を整える
という方向に進むであろう。各国
の設備については、主センターと
しての運用継続、ネットワーク化
による役割分担、廃止による経費
節減などの仕分けが行われること
になると予想される。

3-2

米国の新宇宙政策の
中での SSA政策

　米国では宇宙デブリの観測を国
防総省（DoD）が実施し、宇宙天
気の観測を商務省（DOC）管轄
の海洋大気庁（NOAA）が実施し、
地球近傍天体の観測を米国航空宇
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宙局（NASA）や大学などがそれ
ぞれ実施している。
　2010 年に発表されたオバマ大
統領の新宇宙政策7）の中では、世
界中の国々による宇宙の平和利用
を可能にするため、米国が宇宙に
おけるリーダシップを発揮し、多
くの人が宇宙から恩恵を受けられ
るよう、宇宙の安定した環境を維
持することを宇宙活動の方向性と
すると述べた。また、宇宙での無
責任な行動が世界の人々に影響を
与えることを警告し、すべての
国々に対し、次世代の宇宙利用・
探査の機会を引き継ぐために責任
ある行動をとることを求めてい
る。米国も自ら宇宙での責任ある
行動をとることを約束している。
SSA に関しては、人為的な活動
の結果である宇宙デブリに焦点を
当て、米国の能力を強化し、他国
および産業界と協力して共通認識
として高めていく。
　2012 年 1 月 17 日、米国政府は
宇宙デブリ対策を中心に安全な宇
宙開発・利用の多国間の枠組み作
りのため、EU と連携し、「宇宙
活動の国際行動規範」の策定作業
を進めるとの声明を発表した。

3-3

日本の宇宙基本計画に
おける宇宙デブリ政策

　日本ではまだ SSA の概念が宇
宙基本計画8）の中で定着していな
い。宇宙デブリの観測や低減対策
などを担っている組織は（独）宇宙
航空研究開発機構（JAXA）、宇
宙天気を観測し予報を行ってい
る組織は（独）情報通信研究機構

（NICT）、地球近傍天体を研究す
る組織は（大）自然科学研究機構国
立天文台（NAO）や NPO 法人な
どに分かれていて、総合的な取り
組みは行われていない。今後の宇

宙基本計画見直しにおいて、SSA
の対象を総合化して宇宙環境リス
クに対処するようになることが望
ましいと考えられる。
　宇宙デブリに関してのみは、
2009 年に策定された宇宙基本計
画において、「宇宙環境の保全」
として今後の課題が以下のように
3 つ示されている。

（a）デブリの分布状況把握

　デブリの分布状況は、現在 JAXA
等が保有している宇宙観測機能に
よりデブリの監視を実施している
が、例えば周回軌道上のデブリに
ついてはメートル級の大きさのデ
ブリを識別できる程度であり、衝
突により人工衛星の破壊を招く恐
れのあるサブメートル級のデブリ
を詳細かつ高精度に把握する能力
を有していない。今後、諸外国の
観測データとの連携も図り、周回
軌道上でサブメートル級のデブリ
の詳細な軌道位置等を把握するこ
とを目指す。

（b）デブリ発生極小化

　デブリ発生極小化のため、運用
中の人工衛星からの部品類飛散の
抑止や、運用終了後の人工衛星の
爆発抑止などが有効である。日本
は、JAXA が独自にデブリを低
減するためのガイドラインを作成
して遵守している。日本は、デブ
リ発生を低減するための国際的な
枠組み作りに積極的に参加するな
ど国際的な連携を確保することに
より、宇宙の環境の保全を推進す
る。さらに、人工衛星のデブリ防
護策や、運用終了した後に大気圏
で燃え尽き地上への被害を局限す
るような衛星等についても研究を
推進する。

（c）デブリの除去措置

　デブリの増加に伴うデブリ同士
の衝突機会の増大によりデブリが
自然発生的に増加する可能性が

国際機関間宇宙デブリ調整委員
会（IADC）等で指摘されている。
日本では、デブリの捕獲や軌道か
ら除去する技術（捕獲用ロボット
技術等）は未だ研究段階にある。
今後、国際的な連携を図りつつ、
デブリの捕獲や軌道から除去する
技術を小型衛星等を用いて宇宙で
実証することを目指した研究を推
進する。

3-4

中国宇宙白書における
SSA政策

　中国は 2011 年に米国を上回る
19 回のロケット打上げを行い、
ロシアに次ぐ世界第 2 位の打上げ
国となった。米国や欧州は中国の
宇宙開発活動の急速な活発化に
対し、SSA の観点から警戒感を
示している。中国は第 12 次 5 カ
年計画（2011 年～2015 年）の開
始に当たり 2011 年 12 月に 2011
年版宇宙白書「2011 中国的航天」
を発表し、この中で有人宇宙飛行
や月探査などの主要プロジェクト
と並んで、宇宙デブリ・宇宙天
気・地球近傍天体に関する取組み
について言及している。特に宇宙
デブリに関しては具体的な対策の
計画を示している。欧米が SSA
への関心を高めたきっかけが中国
のミサイルによる自国衛星破壊実
験であったことを想起すると、中
国が宇宙デブリに関して前向きな
取組みを行おうとすることは欧米
の反応への配慮とも受け取れる。
これが、衛星破壊実験による大量
の宇宙デブリ発生のような行為を
再発しないという意思表明である
とすれば、国際協調への足がかり
として歓迎すべき姿勢であると言
える。
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　今後、宇宙環境リスクの存在を
より多くの国が認識し、的確な政
策に基づいてリスクへの対処を実
施することが望ましい。3 種類の
リスク対応に関して共通的に言え
ることは、まず対象の観測態勢を
整備し、各リスクに対処する技術
能力を開発していくことが必要で
あるということことである。

4-1

宇宙デブリの対策

　宇宙デブリに対しては、現時点
では多くの国々で観測や防御・低
減の対策がある程度講じられてい
ると言える。特に危険な大型デブ
リの除去についてはまだほとんど
対策がない状態である。

（1）宇宙デブリの観測

　米国は一定以上の大きさ以上の
宇宙デブリを常時観測している。
米戦略司令軍（US STRATCOM）
は常時 800 機の運用中の衛星と、
2 万個以上の宇宙デブリの追跡を
行い、可能な限り世界各国にも追
跡情報を公開している。それでも
追跡対象外の宇宙デブリははるか
に数が多く、衛星に影響を与えう
る宇宙飛行物体の追跡を行うため
には人員が大幅に不足している状
況である。しかも米国以外で現在
の米国以上の衛星追跡を実施でき
る国は皆無である。
　日本でも比較的早い時期から独
自の観測施設を設置し運用してき
た。JAXA は（財）日本宇宙フォー
ラム（JSF）が保有する岡山県の
宇宙デブリ観測施設を利用して、
光学による静止軌道の宇宙デブリ
の日々の状況や、レーダによる低
軌道周回衛星の軌道決定などを

行っている。しかし、JSF の施設
は既に完成以来 6 年～8 年程度経
過しており、性能面でも不十分で
ある。観測施設の増設や性能向上
を国際的な連携によってどのよう
に補っていくかが今後の検討課題
である。
　ただし、欧州・ロシア・中国な
どでも宇宙飛行物体の光学観測や
レーダ観測を行っており、地理的
特性によってその国独自の観測
データが取得できる。米国の観測
能力の限界を補うためにも国際的
な観測協力が活発に行われるよう
になることが望ましい。

（2）宇宙ステーションや衛星の宇
宙デブリ防御対策

　NASA は宇宙ステーションや
実用衛星を宇宙デブリから防御す
る対策を検討するプログラムを実
施している。中心的な事務所はテ
キサス州にあるジョンソン宇宙セ
ンター（JSC）内にある9）。宇宙デ
ブリ防御に関して現在の NASA
の最大の関心事は常時 3 名から 6
名の宇宙飛行士が滞在する国際宇
宙ステーション（ISS）の安全な
運行を脅かされないことである。
ISS ではごく小さい宇宙デブリの
衝突に対してはバンパーで構造的
に防御しているが、中型・大型の
宇宙デブリを回避するために軌道
上昇・下降などの制御を日常的に
行っている。ロシアや欧州の物資
補給船が ISS ドッキング中に軌道
高度変更の推進力として利用され
ている。

（3）宇宙デブリの低減対策

　宇宙デブリの数を減らす対策と
しては、2007 年 2 月の国際連合
総会において、国際機関間宇宙デ
ブリ調整委員会（IADC）が勧告
した「宇宙デブリ低減ガイドライ

ン」が決議された。衛星を打ち上
げる各国は、このガイドラインに
基づいて低減に必要な措置を実施
している。日本ももちろん、この
ガイドラインを踏まえて衛星開発
を行っており、宇宙デブリ対策を
実行している。
　米ロと並ぶ主要宇宙国になりつ
つある中国も IADC に参加して
おり、2011 年中国宇宙白書では
衛星やロケットにより生じる宇宙
デブリを減少させる対策を掲げて
いる。中国が積極的に宇宙デブリ
低減対策を実施しようとしている
ことを示す事例としては、2011
年 9 月に打ち上げた宇宙ステー
ション実験機「天宮 1 号」の運用
計画があげられる。「天宮 1 号」
は 2 年間のミッション期間中に 3
機の神舟宇宙船とドッキングし、
ミッション終了後には機体を安全
な場所に落下させる計画である。

（4）衛星落下リスクを避けるため
の宇宙デブリ除去技術の開発

　衛星落下のリスクに関しては、
危険な衛星を自然落下以前に除去
することが最も安全な対策であ
る。除去の方法については吸引に
よる捕獲やレーザ利用による軌道
変更などさまざまなアイディアが
考えられている。強制的に落下さ
せる方法として、地上から制御可
能なチェイサー衛星（捕捉する側）
をターゲット衛星（捕捉される側）
と同じ軌道に打ち上げてドッキン
グさせ、地上から制御可能なチェ
イサー衛星の推進力でターゲット
衛星と一緒に再突入軌道に軌道変
更することにより、安全な場所に
計画的に落下させることが可能に
なる。
　2012 年 2 月にスイスの大学が、
打上げ済みの 1 kg 級の超小型衛
星を捕獲し大気圏で燃え尽きさせ

4 宇宙環境リスクへの対策
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る実験を行うための、同サイズの
捕獲衛星を開発する構想を発表し
た。規模は非常に小さいものの、
具体的な宇宙デブリ除去対策の一
例を示したものとしてメディアの
注目を集めた。日本では JAXA
の研究開発本部未踏技術研究セン
ターが、宇宙デブリを捕獲し軌道
上から除去するシステム技術の研
究開発を行っている。このような
アイディアは、日本で毎年行われ
ている「衛星設計コンテスト」に
おいて、タコの足の機構を真似た
吸着型の腕でターゲット衛星を
捕捉するチェイサー衛星の概念が
1990 年代に提案されて以来、連
綿と続いている。日本が得意とす
るランデブー技術やロボット技術
を活用して宇宙デブリ除去をより
安全に行うことができるようにな
れば、世界の宇宙開発に対する大
きな貢献となるだろう。

4-2

宇宙天気変動の観測と対策

　地上の地磁気観測や電離層の状
況などから宇宙天気を間接的に知
る活動は、古くから行われてきた。
以前は無線通信の雑音対策などが
中心であったが、最近では人工衛
星・航空機・送電線・パイプライ
ンなど地上の活動に必須のインフ
ラへの影響が顕著になったため、
宇宙環境リスクとして衛星搭載の
太陽電池パネルや電子機器の障害
発生を防ぐ対策が必要になってき

ている。

（1）太陽観測衛星による観測

　太陽活動の変化を早期に察知す
る上で、衛星による太陽観測の機
能が充実してきた。近年、ラグラ
ンジュ点に配置した太陽観測衛星
などにより直接太陽活動を観測
し、宇宙天気変動の予測に利用す
ることが主流になってきている。
　図表 4 に米国・欧州・日本の太
陽観測衛星の観測対象を示す。太
陽活動の観測において、特に重力
的に安定したラグランジュ点（L1、
L4 および L5）に配置された米国
や欧州の衛星の観測データが有効
に利用されている。「STEREO」
衛星は太陽の左右の側面を観測で
きるため、太陽の自転に伴って活
発な活動を行っている場所が地球
方向に向かう時期を予測できる。
日本の太陽観測衛星「ひので」に
よる観測データも世界各国の宇宙
天気観測に貢献している。

（2）各国の宇宙天気予報サイト

　現在、主要宇宙開発国 13 カ国
から、一般向けに最新の宇宙天気
予報を提供するサイトが開設され
ている。これらはすべてユネスコ
の下部組織である国際宇宙環境情
報サービス（ISES＝International 
Space Environment Service） に
参加し、連携して活動している。
a）米国
　米国では、NOAA の宇宙天気予
報センター（SWPC＝Space Weath-
er Prediction Center）が静止気
象衛星 GOES のデータなどを用い

て宇宙天気予報の情報を作成し、
ホームページで日々の観測状況お
よび今後の予測を公開している10）。
　トップページには太陽の最新画
像とともに、主要な予報として磁
気嵐、太陽風、通信障害の程度を
示している。磁気嵐は地磁気擾乱
の振幅に応じて、静穏な場合は

「None」、振幅が大きくなるに従っ
て「Minor」（小）、「Moderate」（中）、

「Strong」（大）、「Severe」（より
大）、「Extreme」（極大）という
6 段階の予測指標が表示される。
同様に太陽風であれば 10 MeV 以
上の粒子・イオンの密度、通信障
害であれば太陽 X 線の最大輝度
に応じてそれぞれ 6 段階の予測指
標で表示される。

b）欧州
　ESA は「ESA SPACE WEATH-
ER WEB SERVER」で ESA/NASA
共同開発の太陽観測衛星「SOHO」
の太陽観測画像を中心に公開して
いる11）。ただし、他の国の宇宙天
気予報サイトに比べ、専門家向け
の構成となっている。NOAA の
ようなわかりやすい指標は示され
ていない。

c）日本
　（独）情報通信研究機構（NICT）
が宇宙天気予報のホームページ

「宇宙天気情報センター」（SWC）
で米国衛星や日本の太陽観測衛星

「ひので」などによる観測状況を
毎日公開している12）。トップペー
ジには観測情報がグラフィカルな
様式で要約されている。
　また、一般向けによりわかり
やすく解説するため、「宇宙天気
ニュース」のページでは地上の天
気予報とよく似た表現で、毎日の
宇宙天気予報を伝えている13）。

d）中国
　国家気象局衛星気象センターに
属する国家空間天気監測予警セン
ターが、今後 3 日間の宇宙天気予出典：各種資料を元に科学技術動向研究センターで作成

図表 4　主な太陽活動観測衛星



科 学 技 術 動 向　2012年 5・6月号

44

報などの情報をホームページで公
開している14）。

e）ロシア
　ロシアではロシア科学アカデ
ミー（RAN）に属する宇宙研究
所（IKI）が宇宙天気予報のサー
ビスを行っている。IKI は 1965
年に設立され、火星探査機や金星
探査機のプロジェクトに参加して
いたが、現在は地球観測や生態系
などに影響しうる地球近傍の宇宙
科学研究を行い、その一環として
宇宙天気予報の研究と情報発信を
行っている。内容としては磁気嵐
のデータなどをホームページで公
開している15）。

（3）宇宙天気予報を利用した衛星
運用者等の対策

　通信放送衛星・気象衛星・航行
測位衛星などの日常重要な情報を
提供する衛星を運用する機関や企
業は、各国の宇宙天気予報のデー
タを参考にして、磁気嵐などから
衛星を防護するための管制を行っ
ている。
　それらを基に、太陽電池パネル
表面が磁気嵐の方向に向かないよ
うに衛星の姿勢を変えることや、
衛星全体を省電力のセーフモード
にして最小限の機能で衛星を維持
することなどの対策を行っている。
　国際宇宙ステーションに滞在し
ている宇宙飛行士に対しても、健
康上の影響を受けるおそれがある
場合はより安全な場所へ避難する
などの対策を行っている。
　宇宙天気の影響は、宇宙空間だ
けでなく地上にも及ぶ。例えば電
力会社では、磁気嵐のもたらす電
磁誘導により、送電線に異常な電
流が流れる危険を回避するよう注
意している。
　この他、天文観測やアマチュア
無線などでも、宇宙天気の変化に
は注意が払われている。

4-3

地球近傍天体（NEO）の
観測と安全対策

（1）各国の NEO観測状況

　NEO の観測も各国の天文台や
衛星により活発に行われている。
NEODyS（Near Earth Objects-
Dynamic Site）16）と い う ホ ー ム
ページには、小惑星や彗星の観測
を過去に行ったことがあるか現在
も行っている世界各国の天文台
や望遠鏡がリスト化されており、
前日観測された地球近傍小惑星

（NEA）のデータを閲覧すること
ができる。しかし、NEA を効率
よく発見できる望遠鏡はあまり多
くない。米国および日本の主要な
施設での NEA の観測状況を図表
5 に示す。
　NEODyS リストに掲載されて
いる日本の天文台や個人の望遠鏡
は 109 にも及び、全国 30 都道府
県に分布している。最も活発に観
測を行っているのは、岡山県の
美星スペースガードセンターで
ある。静止軌道付近の宇宙デブリ
の観測を行うために口径 1 ｍの
望遠鏡に設置された CCD カメラ
のデータを用いて、NEA の検出
を行うことができる。ただし、日
本の NEO の観測は現在のところ
NPO 法人や個人の自発的な活動
が中心であり、本格的に実施する
には公的な観測体制を整備するこ
とが必要であろう。

（2）地球に衝突する恐れのある
NEOへの対策

　仮にすべての NEA や彗星の軌
道が観測でき、地球に衝突する恐
れのある NEO の存在や衝突時期
がすべて判明したとしても、現時
点では具体的な対策はほとんど実
施できない。しかし、衝突回避に
向けた検討を既に行っている例も
ある。
　2009 年 12 月、ロシア宇宙庁（FSA）
は 2036 年 に も 地 球 に 衝 突 す る
可能性がある小惑星「Apophis」
の衝突回避対策を検討する委員
会を設置する計画を公表した。
Apophis は 直 径 350 m の 小 惑 星
で、もし地球に衝突すると 50 万
平方 km 程度の砂漠が生じる懸念
がある17）。衝突回避のためには何
らかの方法で軌道を変えることが
必要で、その目的に特化した装置
の開発も必要となるため、これは
国際プロジェクトとなる可能性も
あると示唆されている。
　NASA は、以前のデータでは
Apophis が「2036 年 4 月 13 日 に
地球に衝突する確率が 4 万 5000
分の 1」と発表していたが、最新
のデータを使って Apophis の軌
道を再計算したところ、「衝突の
確率は 25 万分の 1 にまで低下し
た」と改めている。
　前述の宇宙デブリを捕獲し安全
に落下させる技術は、将来的にこ
のような危険な小惑星対策として
必要とされる軌道変換技術に発展
する可能性もある。

図表 5　主なNEA観測施設

小惑星観測数は 2012 年 2 月現在
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　今後日本でも「宇宙状況認識」
という活動を通じて宇宙環境リス
クを低減する努力を払っていく必
要がある。観測態勢が整ってきた
現在においては、これらのリスク
はもはや想定外とはいえず、人類
の生存や社会インフラに重大な脅
威となりうることを認識しなけれ
ばならない。
　しかし、欧州・米国・中国など
で「宇宙状況認識」を意識した政
策が打ち出されているのに対し、
日本では「宇宙状況認識」の概念
自体がまだ定着していない。3 種
類の宇宙環境リスクに対してそれ
ぞれ異なる組織や研究グループが
対応しているが、3 つのリスクは
互いに排他的なものではなく、た
とえば宇宙デブリも太陽活動も地
球近傍天体も観測できるような宇
宙環境監視衛星を開発し、複数の
グループが観測データを共同利用
するといった連携がなされれば、
相乗効果が期待できるだろう。そ
のためには、宇宙環境リスクを総
合的に把握し、その対策を実施す
る政策を宇宙基本計画の見直しな
どの中で確立することが望まれ
る。特に宇宙デブリに関しては、
宇宙活動の国際枠組みとなる「行
動規範」について、米国・欧州・
ロシア・中国などと協調して構築
を推進すべきであろう。
　3 種類の宇宙環境リスクに対し
ては、それぞれ以下のような具体的

な活動を継続していく必要がある。
（1）増大し続ける宇宙デブリの追

跡に関しては、現在主導的地
位にある米国の対応能力に
も限界があり、各国がそれぞ
れの地理的特性や技術力を
活用した対策を担うことが
望ましい。日本も宇宙デブリ
低減ガイドラインを遵守し
た衛星開発を行うことはも
ちろんであるが、観測施設
の整備やデブリ低減技術の
開発などで積極的に世界を
リードしていくべきである。
技術的には、特に光学観測・
レーダ観測ともに現状より
性能を向上させることが望
まれる。

（2）制御不能な大型宇宙デブリを
捕獲し、安全な場所で落下さ
せる技術に対しては、世界的
にも研究開発の機運が出始
めている。日本が既に先行し
ているランデブー技術やロ
ボット技術を活用して、宇宙
物体捕獲システムの実用化
へ向けての研究開発を行う
べきである。

（3）宇宙天気予報は既に社会イン
フラに組み込まれている実
用衛星の防護や地上施設へ
の影響を予防するための必
須の情報となっており、公的
に行われている定常運用を
継続する必要がある。

（4）地球近傍天体観測は光学望遠
鏡や CCD カメラなど観測機
器の性能向上によりこれま
で以上に効率的に実施でき
るようになってきているが、
観測に従事する人材の育成
など観測体制を整備し定常
的に運用を継続していく必
要がある。また、将来的に発
生の恐れがある巨大な地球
近傍天体への対策は今後国
際協調で検討が行われると
予想され、日本も高い技術力
を身につけて国際連携に積
極的に参加すべきである。

　以上のような施策を実施する上
で、まず宇宙状況認識の世界的動
向や日本にとっての必要性を理解
し、宇宙状況認識活動の方向性を
政策文書において定義することが
早急に必要である。それとともに、
宇宙環境リスク低減の活動を実際
に担う人材育成に努めることも必
要であると考える。
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http://www.whitehouse.gov/the-press-office/statement-president-new-national-space-policy
http://www.orbitaldebris.jsc.nasa.gov/index.html
http://www.swpc.noaa.gov/
http://www.esa-spaceweather.net/
http://swc.nict.go.jp/contents/index.php
http://swnews.jp/
http://www.nsmc.cma.gov.cn/NewSite/NSMC/Channels/100009.html
http://spaceweather.ru/content/extended-geomagnetic-storm-forecast
http://newton.dm.unipi.it/neodys/
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
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